
一般社団法人 東京都産業廃棄物協会

「
と
う
き
ょ
う
さ
ん
ぱ
い
」　 

　
通
巻
第
三
一
七
号
　 

　
平
成
二
十
九
年
一
月
十
日
　 

　
発
行
人
　
高
橋 

俊
美
　 

　
発
行
　
一
般
社
団
法
人
東
京
都
産
業
廃
棄
物
協
会

新年のご挨拶

回顧と展望�　新たな道を切り開く　東京都産業廃棄物協会  専務理事  木村尊彦
全産廃連�　第 57 回関東地域協議会
新入会員と協会役員との懇談会
平成 29 年度  労働災害防止計画について
研修会��　産業廃棄物処理実務者研修会／電マニ導入実務研修会・個別導入相談会
行政だより�　続・廃棄物処理法の改正に向けた検討について

年頭にあたって	 （一社）東京都産業廃棄物協会　会長　高 橋 俊 美

“ 持続可能な静脈ビジネス ” のさらなる発展に向けて
	 東京都環境局長　遠 藤 雅 彦



～ ゼロエミッションに挑戦する ～

東京ﾄﾞｰﾑｼﾃｨｰ 庭園 歌舞伎座 屋上庭園

特 徴
①比重が50％軽い
②雑草が生え難い
③栄養価が高い
③全て廃棄物より製造

※年間平均 1,350ｋｇ-CO2削減

比留間運送㈱ 資源循環型ﾘｻｲｸﾙ企業

①軽量発泡ｺﾝｸﾘｰﾄ
1cm塊に破砕

②伐採樹木
のﾁｯﾌﾟ化

③動植物性残さ
の発酵処理

ごみやさん ゴ～

URL：http：//www.eco-hiruma.co.jp/

～お問い合わせ先～

★建設廃材（ＡＬＣ）のリサイクルと活用方法★

製品 人工軽量土壌

ＡＬＣ廃材・解体材

360.0ｔ/日
17.5t/日
5.8ｔ/日

ｶﾞﾗ陶破砕
動残発酵
動残混練発酵

★ 埼玉県 入間工場
【産廃・一廃（現在申請中）処分業】
【埼玉県入間市中神764-16】

JR東京駅 八重洲口

全国産業廃棄物連合会青年部主催
CO2ﾏｲﾅｽﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ全国大会

優良取組部門 特別賞受賞

廃ﾌﾟﾗ破砕
廃ﾌﾟﾗ溶融
廃ﾌﾟﾗ圧縮梱包
紙くず破砕
紙くず圧縮梱包
紙くず焼却

繊維くず破砕
繊維くず圧縮・梱包

金属くず破砕
金属くず圧縮
ｶﾞﾗ陶破砕
がれき類破砕

130.3t/日
2.4t/日

204.3t/日
52.8t/日

166.58t/日
4.8t/日

41.8t/日
17.8t/日

81.6t/日
4.3t/日

482.8t/日
480.0t/日

木くず破砕
木くず焼却

328.9t/日
4.8t/日

動残発酵
動残焼却

3.5t/日
4.8t/日

高精度選別機 計3基
～許可品目と処理能力～

★ 東京都 伊奈平工場
【一廃・産廃処分業】
【東京都武蔵村山市伊奈平3-25-5】

認証・登録番号



とうきょうさんぱい

CONTENTS

題字 : 東京都産業廃棄物協会　会長　高橋  俊美

第 317号

新年のご挨拶
年頭にあたって
	 	 （一社）東京都産業廃棄物協会　会長　高 橋 俊 美・ ・・・・・ 2
“ 持続可能な静脈ビジネス ”のさらなる発展に向けて
	 	 東京都環境局長　遠 藤 雅 彦・ ・・・・・ 4
回顧と展望
　新たな道を切り開く
	 	 （一社）東京都産業廃棄物協会　専務理事　木 村 尊 彦・ ・・・・ 6
全国産業廃棄物連合会

　第57回関東地域協議会開催される・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10

新入会員と協会役員との懇談会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12

平成 29年度 労働災害防止計画について・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15

研  修  会
第3回  産業廃棄物処理実務者研修会　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・20
電子マニフェスト導入実務研修会・個別導入相談会・・・・・・・・・・・・・・・・21
 
行政だより
　続・廃棄物処理法の改正に向けた検討について
　〜中央環境審議会循環型社会部会廃棄物処理制度専門委員会の経過報告（その２）〜・ ・・・・・・22

身近なヒヤリ・ハット事例  Part  105　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 23
東京都予算に対する東京都知事ヒアリング　・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 24
委員会報告　収集運搬委員会、法制度検討委員会、青年部、建設廃棄物委員会〈汚泥分科会〉　・ ・・・ 26
東京都廃棄物審議会　災害廃棄物部会（第２回）を傍聴して　・ ・・・・・・・・・・・・・・ 28
新春言いたい放題　新たな産業廃棄物処理体系・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 30
講師余談・古代史散歩　入り婿の継体大王、死亡時も墓も謎？・・・・・・・・・・・・・・・・ 34
よろず相談　法律・旧建物の基礎の放置は不法投棄に当たる？・・・・・・・・・・・・・・・・ 36
協会の主な今後の日程　・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 40
新入会員紹介　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 40
事務局だより・編集後記　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 41
表紙の言葉　・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 29
謹賀新年・各社名刺広告　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 42



2 第 33 巻第 10 号　通巻第 317 号 3とうきょうさんぱい　平成 29 年 1 月号

（一社）東京都産業廃棄物協会

新 年 の ご 挨 拶

明けましておめでとうございます。

会員の皆様には健やかな新年を迎え

られたことと存じます。年頭にあたり

一言ご挨拶申し上げます。

昨年を顧みますと、

ま ず は、 小 池 東 京 都 知 事 誕 生 の イ

ンパクトが大きかったかと思います。

女性初の東京都知事という話題性に

とどまらず、矢継ぎ早に既定路線で

あった事業の点検・見直しを進めてい

るバイタリティには敬服いたします。

「都民ファースト」を掲げております

の で、 一 般 市 民 だ け で は な く、 都 内

で活動する各企業の取組にも目配り

をしていただけるようお願いしたい

と思っていましたところ、昨年暮れに

小池都知事から直接平成２９年度予

算に係るヒアリングを受ける機会を

いただきました。地球温暖化防止対策

の推進、オリンピック・パラリンピッ

ク等での資源循環づくり、優良な処理

業者育成への支援、国家戦略特区制度

を活用した産業廃棄物の新たな東京

ルールづくりの４点に絞って要望し

てまいりました。もう一方の都民代表

であります都議会議員の皆様方との

意見交換も踏まえまして、より良き政

策を進めていただきたいと思います。

既存路線の見直しといえば、アメリ

カ大統領選挙でのトランプ氏の当選

にも驚きました。

継続性に期待が持てず変化を求め

るアメリカ国民が多数いたことが浮

き彫りになった選挙であったと思い

ます。「アメリカ・ファースト」を掲

げ て お り ま す が、 日 米 間 の 問 題 や、

世界的課題への今後の対応に注目し

ていきたいと考えます。特に、私は、

全国産業廃棄物連合会での温暖化防

止チームの担当理事をしております

ので、パリ協定に基づく温室効果ガス

の削減に対して米国政府も責任を果

たしていかれることを強く希望いた

します。

さて、景気の動向について触れなけ

ればなりません。

政府は、経済成長策、子育て支援や

安定した社会保障の実現策を講じて

いるとは思いますが、我々の業界での

景況感は、足踏み状態、踊り場状態で

あり、なかなか、成長を実感できてい

ない状況にあります。

年が明け、２０２０東京オリンピッ

ク・パラリンピックまであと３年半と

迫ってまいりました。ぜひともこの大

会を目指して、新たな経済成長戦略

や、斬新な環境政策が打ち出されて、

産業廃棄物処理業界の活躍の場が生

まれることを期待しております。

次 に、 当 協 会 の 今 年 の 取 組 に つ い

て、述べておきます。

当協会では、「会員ファースト」と

いう考えはとらず、産業廃棄物処理業

界全体の発展を目指した行動を心掛

けていきたいと考えます。

先程述べました、知事への要望の実

現を目指し、東京都環境局、八王子市、

国等の行政機関との協議を進めてま

いります。また、本年は廃棄物処理法

の改正、水銀に関わる政省令の施行等

もございますので、的確な情報提供に

努めてまいります。排出事業者の皆様

には、爆発物や有害物等の異物混入防

止対策の強化、適正処理料金の負担等

を強くお願いしてまいります。

さらに、昨年末に新たに作成した労

働災害防止計画に基づく安全な職場

づくりに努めるとともに、東京しごと

財団から受託した「人材力支援事業」

を進めまして、この業界における人材

育成・従業員の定着促進を図り、魅力

ある職場づくりを目指してまいりま

す。

このような事業を進めるに当たり

ましては、全国産業廃棄物連合会、関

東地域協議会、廃棄物関係団体などと

の広範な連携、建設業協会、医師会、

商工会議所など関連業界との協力体

制、賛助会員と正会員との交流の場づ

くりを進めてまいります。

今年の夏には東京都議会議員選挙

もあり、大変あわただしい一年になる

かもしれませんが、協会並びに業界の

発展のため、事業執行に誠心誠意努力

してまいる所存であります。

旧年に倍する会員各位のご支援を

お願い申し上げ、新年のご挨拶といた

します。

会　長　　高　橋　俊　美
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新 年 の ご 挨 拶

東京都環境局長　　遠　藤　雅　彦

新 年 お め で と う ご ざ い ま す。 平 成

29 年の年頭にあたり一言ご挨拶申し

上げます。

日 頃、 貴 協 会 並 び に 会 員 の 皆 様 に

おかれましては、都の環境行政とり

わけ資源循環及び廃棄物の適正処理

の推進に、特段のご理解とご協力を

賜り、厚く御礼申し上げます。

都 で は 昨 年 暮 れ に、2020 年 オ リ

ピック・パラリンピック東京大会の

成功と、その後の東京の持続的成長

に向けた道筋を示す「2020 年に向け

た実行プラン」を策定いたしました。

「実行プラン」では、政策の柱として、

安全・安心・元気な「セーフ シティ」、

都民誰もがいきいきと活躍できる「ダ

イバーシティ」、世界に開かれ、成長

を続ける「スマート シティ」の三つ

のシティを掲げています。「スマート 

シティ」では、国内で年間約 600 万

トン発生しているといわれる食品ロ

ス対策など、消費行動などを通じた

ライフスタイルの見直しなどにより、

3R の推進に取り組むとしています。

今 年 度 は「 防 災 備 蓄 食 品 の 食 品 リ

サイクルに係るモデル事業」を実施

し、 成 果 や 課 題 を 整 理 し、 今 後 の 食

品ロス対策に活かしていきたいと考

えています。

「実行プラン」に掲げた施策の実現

に 向 け、 貴 協 会 を 含 め、 廃 棄 物 処 理

業界との有機的な連携が不可欠と認

識しております。

さて、2020 年オリンピック・パラ

リンピック東京大会の開催が、いよ

いよ 3 年後に迫ってきました。東京

オリンピック・パラリンピック競技

大会組織委員会は、昨年 12 月、「持

続可能性に配慮した運営計画 第一版

（最終案）」を公表しています。この

計画は、持続可能な大会の実施に向

け て、 そ の 考 え 方 を 示 す も の で、 こ

の中のテーマのひとつに「資源管理」

を掲げ、大会に伴う廃棄物の最小化・

3R の推進や、調達した物品の再使用

や再生利用を推進するとしています。

2020 オリンピック・パラリンピック

東京大会中のみならず、大会後にお

いても、持続可能な都市の実現を目

指していくこととしており、これに

関連する事業のいくつかについては、

貴協会とも連携しながら進めていく

ものもあると思いますので、是非と

もご協力をお願いいたします。

そ の 一 方 で、 現 在、 東 京 都 で は、

非常災害における災害廃棄物処理方

法等をまとめた「東京都災害廃棄物

処理計画」について、昨年 7 月に東

京都廃棄物審議会に諮問し、災害廃

棄物部会を設置し審議をいただいて

いるところです。

災害廃棄物といえば、平成 23 年の

東日本大震災、平成 25 年の伊豆大島

の土砂災害で発生した災害廃棄物が

思い起こされますが、皆様方の強力

なご支援もあり、迅速に処理するこ

とができました。この二つの災害廃

棄物処理の貴重な経験も活かしつつ、

実効性のある計画を本年には策定し

てまいります。

ま た、 今 後、 都 市 更 新 等 に 伴 い 大

量のコンクリート塊や建設泥土等の

発 生 が 見 込 ま れ ま す が、 一 方 で、 そ

の再生品である再生砕石や建設泥土

改良土については、廃棄物由来の忌

避感等から利用促進が図られていな

いのが現状です。昨年 3 月に策定し

た「 東 京 都 資 源 循 環・ 廃 棄 物 処 理 計

画」では「建設工事におけるエコマ

テリアルの利用促進」を掲げており、

3R の観点からも、再生品にかかる認

証制度の創設や、発信ツールを用い

た積極的な広報により、利用促進を

後押ししてまいります。

今 後 も、 貴 協 会 と 密 接 に 連 携 し、

諸計画に掲げた様々な施策を積極的

に実施してまいりますので、引き続

きお力添えをいただきますようお願

い申し上げます。

貴 協 会 に お か れ ま し て は、 産 業 廃

棄物の適正処理の徹底及び持続可能

な資源循環の推進に引き続き取り組

んでいただき、静脈ビジネスをけん

引していただくことを期待しており

ます。

最 後 に な り ま す が、 新 し い 年 が 貴

協会並びに会員の皆様にとって、す

ばらしい一年となりますよう、心か

ら祈念し、年頭の挨拶とさせていた

だきます。
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新たな道を切り開く
専務理事　木村  尊彦

平成 28 年は皆様にとってどんな年だっ
たでしょうか。私は、6 月末で都庁を定年
退職し、7 月 1 日から当協会にお世話にな
りました。定年退職後というのは、第二の
人生を歩むともいわれますが、仕事の分
野が都庁現役時代と変わらず、役員や会
員の皆様方とも以前からのお付き合いが
あった関係で、それほど大胆な変化があっ
たとは感じていません。皆様にはどんな変
化があったでしょうか。

●　1年を振り返る　●

当協会の平成 28 年を振り返ってみま
しょう。

1月
13日　全国産業廃棄物連合会の法人

化 30 周年記念講演会では、増田寛也
氏（夏の東京都知事選挙の立候補者）が、
人口減少が招く問題と対策について講演さ
れました。
22日　青山ダイヤモンドホールで、当

協会の新春講演会・賀詞交歓会を開催し
ました。元マラソンランナーの瀬古利彦氏
の講演では、元気の出るお話を聞くことが
できました。賀詞交歓会は 300 名の参加
を得て盛会裏に終了しました。

2月
10日　青年部が新年講演会を開催し、

「仕事力を上げる片付けの力」講演と、「片
づけビジネスのこれから」と題するパネル
ディスカッションを行いました。
18日　安全衛生推進委員会が安全衛

生研修会を開催し、東京労働局から「産
業廃棄物処理業における労働災害防止策
について」お聞きしました。
19日　関東地域協議会女性部・交流

会が屋形船の上で開催され、57 名の参加
がありました。

3月
9日　理事会を開催し、28 年度事業計

画・収支予算が承認されました。28 年度
は、法改正への対応、災害廃棄物処理支援、
再生砕石問題・異物混入による事故防止
等の課題に取り組むこととなりました。

27 年 5 月から実施してきた、東京都「産
業廃棄物処理業界における処遇改善事
業」が終了しました。
30日　「東京都資源循環・廃棄物処理

計画」が公表されました。
31日　全国産業廃棄物連合会が、廃

棄物処理法の次期改正に関して 27 項目
にわたる要望をまとめ、環境省に提出しま
した。

4月
14日　熊本地震発生（筆者はオランダ

旅行中でテレビの BBC ニュースで知る）。
19日　中間処理委員会は、「廃水銀等

の適正処理について」の研修会を開催し
ました。参加者が水銀対策に真剣に取り
組まれていることが印象的な会でした。
21日　女性部が定時総会を開き、役員

の承認が行われ、研修会、環境教育、社
会貢献、情報発信の 4 チームの活動内容
が確認されました。

回 顧 と 展 望 回顧と展望

22日　春の関東地域協議会が青山ダイ
ヤモンドホールで開催されました。東京都
環境公社理事長森浩志氏は「産業廃棄物
処理業界外からみた未来への課題と展望」
と題して、業界には発信力、技術革新が
必要であると話されていました。
23、24日　アースディ（22 日）記念イ

ベントに、青年部が環境クイズ、環境釣り堀、
マイ環境宣言の出展をしました。大人顔負
けの分別知識を披露する子供にはびっくり。

5月
18日　青年部は、「インバスケット（受

講者が架空の役となり制限時間内により精
度高く「未処理箱」の中の案件処理を行う
ビジネスゲーム）研修会」を開催しました。
26日　当協会の第 4 回定時総会を青

山ダイヤモンドホールで開催しました。平
成 27 年度の事業及び決算について承認
可決されたほか、理事・幹事の改選を行
いました。定時総会後に表彰式が開かれ、

「優良事業所表彰」「功労者表彰」「優良
従事者表彰」「安全衛生表彰会長賞及び
委員長賞表彰」の 4 部門で計 7 事業所と
31 名が表彰されました。

6月
17日　全国産業廃棄物連合会の定時

総会が明治記念館で開催されました。引
き続き行われた表彰式では、当協会から
功労者 1 名、地方功労者 2 名、優良事業
所 1 社、地方優良事業所 2 社、優良従事
者 15 名が受賞されました。
22日　安全衛生研修会「現場から学ぶ

ヒヤリハット」を開催しました。
24日　産業廃棄物処理実務者研修会

「基礎コース〜入社 1 年目廃掃法の基本
を覚えよう」を開催しました。

24日　多摩支部は、支部会の後、講
演会「ドライブレコーダーの映像で見る事
故の傾向と対策」と、研修会（多摩環境
事務所と八王子市の講演）を開催しました。
29日　電子マニフェスト操作体験セミ

ナーを実施しました。電マニについては、
28 年 6 月から 12 月にかけて、この操作
体験セミナーを 3 回、電子マニフェスト導
入実務研修会を 3 回、電子マニフェスト
個別導入相談会を 2 回実施しました。マ
ニフェストの普及率 50% が目前となってき
ました。その分、紙マニフェストの売り上
げが減って協会の収入が少なくなりますが、
確実性、事務量の軽減等から電子マニフェ
スト化はさらに進むでしょう。

7月
1日　筆者が専務理事に就任。
20日　中間処理委員会が、施設見学

会として千葉県の杉田建材㈱市原サーマ
ルセンターを訪問しました。低濃度 PCB
廃棄物の処理現場を確認できました。
26日　27 年度下期に入会した新入会

員と協会役員との懇談会を開催し、正会
員 1 社、賛助会員 3 社が参加し、活発な
意見交換を行いました。
29日　東京オリンピック・パラリンピッ

ク競技大会組織委員会の資源管理 WG で
の食品廃棄物の利活用に関するヒアリン
グに当協会員 3 社が呼ばれました。今後、
関係機関との連携に努めて、オリパラでの
3R を推進していきたいと考えます。

8月
2日　6 月 21 日辞任の舛添要一氏に

代わり、小池百合子氏が都知事に就任し
ました。
3日　東京都廃棄物審議会の下に設け
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回顧と展望 回顧と展望

られた災害廃棄物処理部会の第 1 回が開
催されました。WG には、常任理事の伊藤
雅人氏が参加しています。第 2 回は 12 月
16 日開催され、28 年度内に「東京都災
害廃棄物処理計画」が取りまとめられる予
定です。
10日　「身近なヒヤリハット事例」の掲

載が 100 回を迎えました。
20日　青年部主催で、環境教育の一環

として「東京都内でできる自然体験」（マ
スのつかみ取り、生態観察等）が 27 名
の参加を得て行われました。
30日　女性部が、大学生 30 名ほどを

集めて、「地球にやさしいカフェで語る地球
にやさしいお仕事」を開き、我が業界へ
の関心を高める取り組みを行いました。参
加者には次はどこでお会いできるかな。

9月
事務局の経理担当職員として川井純子

さんが来てくれました。10 時間走りっぱな
し可のパワーを授かりたいものです。
1日　横手事務局長の企画案が採択さ

れ、東京しごと財団から「団体課題別人
材力支援事業」を受託しました。28、29
年度の 2 か年、処理業界の人材育成・定
着促進、採用支援、資格取得支援、事業
継承に取り組みます。
2、3日　多摩支部の施設見学会で福

島県の㈱クリーンテック管理型最終処分場
「飯坂クリーンサイト」を訪問しました。遮
水対策や水処理に工夫を凝らしていること
を体験できました。
6日　自民党、公明党、民進党の 3 党

に 29 年度東京都予算等の要望活動を行
いました。どれだけ実現できるか ?
15日　関東地域協議会女性部会の勉

強会で、芝田麻里弁護士と筆者が講演し

ました。女性部員からの Q に答えるため筆
者自身が勉強する機会となりました。A が
役立ったと言われ自己満足に浸っています。
16日　東京都、神奈川県、静岡県（筆

者の出身地）の産業廃棄物協会が集う医
療廃棄物合同懇談会が開かれました。静
岡県は医師協同組合を中心に対策が進ん
でいます。今後、医療機関に向けて適正
処理を依頼する 3 都市共同宣言を作成し
ていくことになりました。
20、21日　法制度検討委員会の合同

合宿があり、東産協版マニフェスト Q&A
の作成の続きを夜が更けるまで行いました。
Q&A の公表に向けて 29 年早々の都環境
局との合意を目指します。

10月
13〜 15日　女性部は、北海道研修旅

行に出かけました。道内の焼却施設、リサ
イクル施設、最終処分場などを見て回りま
した。日程目いっぱいの視察お疲れ様でし
た。
27日　当協会、（一社）東京建設業協会、

（一社）東京建物解体協会の合同施設見
学会が実施され、㈱シタラ興産「サンライ
ズ FUKAYA 工場」の人工知能による廃棄
物自動選別ロボット（フィンランド製）を見
てきました。10 月から協会事務局職員と
なった小泉光さんのヘルメット姿似合って
いました（余談だ）。夕方東京に戻り、都
環境局とアスベスト・建設汚泥・PCB をテー
マに勉強会を開きました。これら 4 者の 4
輪駆動で資源循環を進めていきたいと思
います。

11月
1日　安全衛生研修会を開催し、中央

労働災害防止協会講師による「リスクアセ

スメント」の講演と演習を行いました。12
月には当協会初の労働災害防止計画（29
年度）を理事会で決定しており、死傷事故
の削減の取り組み強化が必要です。
10〜 12日　国内処理施設見学研修会

として、岡山県内の水島エコワークス㈱の
焼却施設（ガス化改質方式）と（公財）
岡山県環境保全事業団の海面埋立処分場
等を視察しました。周辺の広大な工場群
にびっくり。11 日は岡山市で開かれた「第
15 回産業廃棄物と環境を考える全国大
会」に参加しました。倉敷美観地区、後
楽園とも素敵でした。
15日　一都三県建設混合廃棄物意見

交換会が開催され、建設業界の景気動向
に関する講演と、グループ討議方式による
意見交換が行われました。
18日　医療廃棄物委員会が「排出事

業者向けセミナー」を開催し、医療機関
等から約 70 名の参加を得ました。異物混
入や針刺し事故の防止に係る排出者の責
務等をお伝えしました。
22日　28 年度上半期に入会した新入

会員と協会役員との懇親会を開催し、正
会員 2 社、賛助会員 2 社の参加を得て、
協会への期待等をお聞きしました。
25日　秋の関東地域協議会が、群馬

県高崎市で開催されました。群馬県協会は、
会員数が静岡県協会に次いで 2 番目に多
く、県行政やマスコミとの連携強化に努め
ていることを知ることができました。

12月
14日　年内最後の理事会を開催し、各

委員会・支部部会の 29 年度事業計画案や、
29 年度収入見通し等について検討を行い
ました。
19日　29 年度東京都予算に係る要望

を 57 団体から知事が直接ヒアリングする
場に呼ばれたので、会長等 4 名で要望し
てきました。インターネット中継されました。
28日　協会事務局の仕事納めです。廃

棄物の処理は年末年始も続くでしょうが、
筆者はごめんなさい、この原稿を年内に書
き終えたので、1 月 6 日も休んで 12 連休
です。

●　29年の飛躍　●

協会事業
協会事業の展望については、会長あい

さつ等をご覧いただきたいと思います。
事務局としては、29 年は廃棄物処理法

の改正が行われる予定ですので、国が発
する政省令や通知等の情報も含めて、適
時的確に分かり易く解説しながら提供して
いきたいと考えます。また、知事ヒアリング
での要望事項や都環境局にお願いしてい
る制度改正事項については、検討が進む
よう必要な行動を起こしていきます。その
ためにも、排出事業者や建設業界等の関
係団体、全産廃連ほかの廃棄物処理関連
団体、関東地域協議会等の各県協会など
との意見交換や共同作業に、事務局職員
が一丸となって努力してまいります。

協会の財政安定化に向けて
年間収支は約 1 億 3 千万円で、収支

の均衡をかろうじて保っている状況ですが、
会員の増加策の検討や、紙マニフェスト収
入に代わる事業案という収入確保策を検
討するとともに、産業廃棄物処理業界全体
の魅力向上策を事業化して実施していく必
要があると考えます。これらに関する会員
各位のご意見・ご提案をお願いいたしまし
て、回顧と展望を終わります。
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全国産業廃棄物連合会
第 57 回関東地域協議会開催される

1	 会長会議　12:00 〜 13:30
まず、（公社）群馬県環境資源保全協会

会長城田氏の取り計らいで、会場敷地内
にある由緒ある高崎神社で安全祈願をしま
した。

その後の話の中では、群馬県会長から
「当協会は許可業者の 3 分の 1 が加入し
ており、会員数は（筆者注 : 静岡県に次い
で）多い。群馬テレビや建通新聞とタイアッ
プするなどマスコミと連携している。本日
の会議もこのマスコミの取材を受けており、
群馬テレビでは録画もしている。また、産
業界と一体となって、毎年、ぐんま環境フェ
スティバルを開催している。」との話があり
ました。

神奈川県会長からは「千葉県協会では
許可申請の事前チェック事務を受託してい
るが、神奈川県庁は外部委託できないと
言っているがいかがか。」との質問がありま
した。それに対して、千葉県会長から「そ
の業務では、最初の受託時には行政書士
会と競争入札をした結果、協会が受託する
ことができた。以後は随意契約となってい
る。」との説明がありました。

専務理事木村からは、「先ほど会員数の

話や行政からの事業委託の話があったが、
それらの情報を盛り込んだ各県協会の運
営状況等を整理した資料を、当協会の最
新の機関誌（第 315 号）で掲載している
ので、ご覧いただきたい。」と話しました。

2	 協議会　14:00〜 15:45
（1）	 石井会長及び森谷専務理事のあいさ

つでは、
		  全国産業廃棄物連合会の名称変更

については、2017 年 2 月の全国会長
会議で議論する。2017 年中に案を決
め、2018 年総会で変更を予定している。
2018 年以降に名称変更する協会は連
合会と同じ名称にして欲しい。

平成 28 年 11 月 25 日㈮午後に、群馬県高崎市内のホワイトイン高崎において、第
57 回関東地域協議会（群馬県、茨城県、栃木県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、
山梨県の各協会で構成）が開催され、当協会から、高橋会長、乙顔、赤石、鈴木及び
加藤副会長並びに専務理事木村が参加しました。
この協議会の模様を報告します。

石井会長

		  産業廃棄物処理業の振興策について
は、検討組織タスクフォース 2 での検討
を、現在の廃棄物処理法の改正議論と
一線を画して進めていく。2 月の全国会
長会議で検討状況を報告する。

		  との話がありました。
（2）	 全産連からの報告では、
		  労働災害防止計画については、死傷

者数を協会会員と非会員とに分ける手
段がないが、埼玉県 94 人、神奈川県
91 人、東京都 84 人が上位 3 県となっ
ており、取組み強化が必要である。

		  建設汚泥再生品・再生砕石の利用促
進については、各省庁と自民党に要望
活動をした。国土交通省と環境省が関
東と近畿でモデル事業を検討中である。

		  食品廃棄物の不適正処理事案を受け
て、実地確認チェックリストを作成した
ので、これを農水省からもらった関係団
体リスト先に送る。

		  低炭素社会実行計画 2030 年度目標
等の検討については、高橋会長を担当
理事としたチームで省エネ、発電、熱
回収等を検討中であり、28 年度末まで
に結果を理事会に報告する。

		  産業廃棄物処理業における人材育成
方策の検討については、新たな資格制
度（紙マニフェスト収入減に対応する
ため、従業員のためのもの、民間資格
で、フォローアップ研修が必要な制度に
し、優良認定との連動も）を考えている。
28 年度は環境省からの受託事業で主任
レベル研修会とインターネット検定を実
施中である。法制度化は難しいが、行
政の認知を得たものとしたい。

		  との話がありました。

3	 講　演　15:45〜 16:45
環境省産業廃棄物課長　中尾  豊 氏

廃棄物処理法の見直しに関する論点 13
項目について丁寧な説明がありました。12
月中旬に中央環境審議会廃棄物処理制
度専門委員会の報告書案をまとめ、パブコ
メを経て、年明けに取りまとめ予定とのこと
でした。

法改正事項は、マニフェストの一部義務
化、許可取消業者への改善命令、輸出にか
かる使用済物品の扱い、子会社の自ら処理
に関するものだそうです。

その他は、政省令事項、通知レベル事項
に分けて作業を進めるとのことでした。

4	 次回の第 58回関東地域協議会
平成 29 年 4 月 21日㈮に、東京・九段

下ホテル・グランドパレスにて開催されます。

5	 懇親会　17:00〜 18:30
来賓に、県議会議員代表、群馬県の部長

と課長さんがお見えになっていました。料理
には、下仁田ネギ、こんにゃくなど、地元の
おいしい食材が並んでいました。

	 （専務理事　木村 尊彦）

中尾氏
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平成２８年度第 2 回

新入会員と協会役員との懇談会

前列左から鈴木氏（エジソン）、大入氏（品川開発）、高橋会長、定山氏（エコロジャパン）、長堀氏（あんしん財団）
後列左から、浅沼氏（エジソン）、細沼常任理事、神田氏（品川開発）、伊藤常任理事、木村専務理事、
都築常任理事、湯田氏（エコロジャパン）、加藤副会長、守谷氏（あんしん財団）、五十嵐常任理事

平成 28 年 11 月 22 日㈫ 11 時より協会会議室において、新入会員と協会役員との懇
談会を開催した。今回は 28 年 4 月から 9 月までの 28 年度上期に入会した 6 社を対象
として開いたもので、このうち正会員 2 社、賛助会員 2 社が出席した。高橋会長の挨
拶に続き、出席者自己紹介、木村専務理事による協会事業説明の後、活発な意見交換
が行われた。		  （取材　塩沢美樹）

今回の参加企業は、医療系廃棄物を中
心に首都圏で産業廃棄物・特別管理産業
廃棄物収集運搬業などを手掛けるエコロ
ジャパン㈱、木質チップ製造に加え、今
年 4 月から混合廃棄物のリサイクルを開
始した品川開発㈱、廃棄物処理に特化し
た IT 事業を展開する㈱エジソン、中小企

業向けの特定保険業等を行う一般財団法
人あんしん財団の 4 社である。

エコロジャパン ㈱は、１都 5 県（東京
都、埼玉県、神奈川県、千葉県、栃木県、
茨城県）において、感染性廃棄物（特別
管理産業廃棄物）をメインに、すべての
産業廃棄物の収集運搬業を行う。当協会

の会員企業と幅広く交流し、様々な角度
で相談したり情報収集しながら、今後の
事業展開に活かしたいとのことだ。

品川開発 ㈱は、昭和 36 年に設立され、
長年にわたり木質チップの供給を行って
きた。平成 16 年に千葉リサイクルセン
ターを、平成 28 年 4 月に新木場リサイ
クルセンターを開設し、木くずの処理か
ら木質チップ供給まで一貫した体制を構
築した。新木場では混合廃棄物の取扱い
も行う。木くずについては経験とノウハ
ウを持つが、混合廃棄物は始めたばかり
なので、当協会での情報交換を期待して
いるとのことだ。

㈱ エジソンは、マニフェスト・配車・
計量など廃棄物の発生管理からリサイク
ル・最終処分まで、廃棄物処理専門のソ
フトウェアを開発し提供している。今後
は、当協会の会員交流の場に積極的に参
加し、どんなソフトウェアがあれば喜ん

でもらえるかなど、会員の意見を聴き、
もっと現場に近い「かゆいところに手が
届く」システム開発に活かしたいとのこ
とだ。

一般財団法人 あんしん財団は、中小企
業における特定保険業を実施するととも
に、災害防止活動や福利厚生事業の促進
と啓発など、中小企業の健全な発展と福
祉の増進に寄与することを目的とする非
営利団体である。通常の傷害保険にはな
い業務外の補償や、職場の環境改善のた
めの補助金制度のほか、政府の労災保険
でカバーできない慰謝料の問題に着目し、
労災事故の際の使用者の賠償責任を補償
するサービスも行っている。当協会会員
を対象に、事故に対する必要な備えにつ
いての啓発活動等を通じて、加入者を増
やしていきたい考えだ。

今回の出席者は次頁のとおり（順不同・
敬称略）。

懇談会風景
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正 会 員 	エコロジャパン㈱

出席者：	 代表取締役　定山  弘
	 取締役　湯田  隆宏
所在地：	 東京都足立区舎人２－７－１５
	 TEL　03-5838-1199
	 URL　http://www.ecolojapan-heisei.com
処理業開始年月日：	 平成 21 年 3 月

正 会 員 	品川開発㈱

出席者：	 代表取締役　大入  康永
	 取締役環境営業部長　神田  勉
所在地：	 東京都港区芝大門１－３－８ アトラス芝大門
	 TEL　03-5425-4632
	 URL　http://www.shinagawa-kaihatsu.co.jp
処理業開始年月日：	 平成 28 年 4 月

賛助会員	㈱エジソン

出席者：	 執行役員  鈴木　貴
	 課長　浅沼  啓太
所在地：	 茨城県つくば市東新井３１－１３
	 TEL　029-863-7215
	 URL　http://www.e-mall.co.jp
事業内容：	 産業廃棄物排出事業者・処理事業者向け 

パッケージソフト事業／ IT ソリューション事業

賛助会員	( 一財 ) あんしん財団　北東京支局

出席者：	 支局長　長堀  達也
	 業務推進課　守谷  祐太
所在地：	 東京都新宿区信濃町 34 番地  JR 信濃町ビル 5F
	 TEL　03 − 5362-2341
	 URL　http://www.anshin-zaidan.or.jp
事業内容：	 特定保険業、災害防止事業、福利厚生事業

左から定山氏、湯田氏

左から大入氏、神田氏

左から鈴木氏、浅沼氏

左から長堀氏、守谷氏

平成 29 年度 労働災害防止計画について

平成 28 年 12 月 14 日開催の理事会において、以下のとおり、「平成 29 年度労働災
害防止計画」を決定いたしました。会員の皆様におかれましても、この計画を参照し、
労働災害防止対策を積極的に推進していただきますようお願いいたします。

	 平成 28 年 12 月 14 日

平成 29 年度労働災害防止計画

一般社団法人 東京都産業廃棄物協会

1.	 はじめに
全国産業廃棄物連合会（以下、「連合会」という。）においては平成 29 年度からの 3 年

間を期間とする「産業廃棄物処理業における労働災害防止計画（以下、「産廃労働災害防
止計画」という。）」を策定し、平成 31 年に死傷災害 996 人、死亡災害 16 人を下回るこ
とを目標に掲げている。

この目標達成に向けて、当協会では、「産廃労働災害防止計画」はもとより、東京都内
の労働災害の発生状況、安全衛生活動のアンケート調査から、平成 29 年度の実施すべき
事項を定め、会員企業が一体となり労働災害防止対策を積極的に推進し、会員企業の安全
衛生水準の尚一層の底上げを図っていくものとする。

2.	 平成 31 年度目標
(1) 死亡者数をゼロにする。

(2) 休業 4 日以上の死傷者数を平成 24 〜 26 年の実績平均に比して、20% 以上減少さ
せる。

	 （平成 24 〜 26 年の平均 84 人→平成 31 年 67 人以下に）

労働災害統計（東京局内分）
業種 平成24年 平成 25年 平成 26年 平成 27年

産業廃棄物

死亡 0 3 1 1

休業 4日以上 85 -	
（79）

-	
（83）

-	
（91）

死亡・休業 4日以上 - 82 84 92

平成 24〜 26年の	
平均死傷者数 (85+82+84)/3＝ 84 -
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3. 平成 29 年度活動目標
2．の「平成 31 年度目標」を達成するために平成 29 年度における活動目標を次のとお

り設定する。

(1) 会員企業（平成 28 年 7 月現在 552 社）における安全衛生活動のアンケート調査の
回答数を前年度に比して、50％以上増加させる。

	 （平成 28 年度 76 社→平成 29 年度 114 社以上）

(2) 協会が実施する安全衛生事業を認知している会員企業を前年度に比して、50％以上
増加させる。

	 （平成 28 年度 72 社→平成 29 年度 108 社以上に）

(3) 連合会が提供している安全衛生活動の支援ツールを認知している会員企業を前年度
に比して、50％以上増加させる。

	 （平成 28 年度 43 社→平成 29 年度 65 社以上に）

(4) 法令に基づく安全衛生管理体制を構築している会員企業を前年度に比して、50％以
上増加させる。

	 （平成 28 年度 65 社→平成 29 年度 98 社以上に）

(5) 協会が実施する安全衛生研修会の参加企業を前年度に比して、５０％以上増加させ
る。

	 （平成 28 年度 42 社→平成 29 年度 63 社以上に）

(6) 安全衛生パトロールを実施している会員企業を前年度に比して、50％以上増加させ
る。

	 （平成 28 年度 55 社→平成 29 年度 83 社以上に）

(7) ヒヤリ・ハット活動を実施している会員企業を前年度に比して、50％以上増加させる。
	 （平成 28 年度 57 社→平成 29 年度 86 社以上に）

(8) リスクアセスメントを実施している会員企業を前年度に比して、50％以上増加させ
る。

	 （平成 28 年度 35 社→平成 29 年度 53 社以上に）

(9) 安全衛生規程を作成している会員企業を前年度に比して、50％以上増加させる。
	 （平成 28 年度 38 社→平成 29 年度 57 社以上に）

※	平成 28 年度の数値は会員企業（552 社。ただし、都内に事業所を有さない会員企業も含む。）
における安全衛生活動の現状把握調査の集計結果の数値

4. 平成 29 年度活動目標を達成するための当協会における取り組み
３．（1）〜（9）に示す「年度目標」を達成するために具体的方策は次のとおり設定する。

(1) 会員企業における安全衛生活動のアンケート調査の回答数増加を図る。
①	定期刊行している会報誌において会員企業へアピールし、回答数増加に努める。
②	会員企業へ回答の協力依頼文書を繰り返し発送する。
③	研修会、協会ホームページ等を通じて協力を呼びかける。
④	多摩支部、青年部及び女性部を通じて、会員企業に対して、調査の回答を呼びかける。
⑤	定期的に安全衛生推進委員会を開催し、本調査の推進を図る。

(2) 安全衛生事業の認識を向上させる。
①	当協会が実施する安全衛生事業について、ホームページ、会報誌等で会員企業への情

報提供を行う。
②	当協会の安全衛生活動を周知していくことを目的に安全衛生ポスターを作成する。
③	会長は、労働安全を高めることへの強い意識を宣言し、理事・会員企業等に対して、安

全衛生に係る活動の強化を呼びかける。
④	労働基準監督署と連携し、地域の労働災害の現状や特徴等について情報収集し、労働

災害事例等の提供により、事業者の安全に対する意識を高める。
⑤	中央労働災害防止協会が作成した年間標語ポスターに社団名を入れて会員企業に配布

する。
⑥	定期的に安全衛生推進委員会を開催し、安全衛生事業の推進を図る。
⑦支部会議等を利用して、安全衛生に係る情報伝達、情報交換を実施する。
⑧安全衛生に係る優良な事業所及び従事者を表彰する。

(3) 連合会が提供している安全衛生活動の支援ツールの認識を向上させる。
①ホームページに連合会安全衛生サイト（http://www.zensanpairen.or.jp/disposal/07/

index.html）へのリンクを張る。

(4) 安全衛生研修会の参加者増加を図る。
①	定期刊行している会報誌とＦＡＸで会員企業への周知徹底を図る。また、取り組みが遅

れがちな事業者に対しては必要に応じて呼びかけを行う。
②	会員企業あて文書にチラシを同封する等、全会員企業への周知を図る。
③	研修会参加者に対しアンケートを実施する等、参加者からの声を十分に分析し、研修会

の実施内容や回数、開催時間等を検討する。
④	会員企業が取り組んでいる安全衛生事業の情報・資料を収集し、事業場の好事例発表

等を通じて、有益な安全衛生情報を提供する。
⑤	関係監督官庁（労働局、労働基準監督署等）に講師を依頼し、内容の充実化を図る。

平成 29 年度 労働災害防止計画 平成 29 年度 労働災害防止計画
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(5) 会員企業における安全衛生パトロールの実施を図る。
①	連合会が作成した「安全衛生チェックリスト」の活用について、研修会、会報誌、ホームペー

ジ等を通じて周知する。
②	トップが関与して安全衛生パトロールを行うことを呼びかける。

(6) 会員企業におけるヒヤリ・ハット活動の実施を図る。
①	連合会が作成した「産業廃棄物処理業ヒヤリハットデータベース」の活用について、研修会、

会報誌、ホームページ等を通じて周知する。
②	ホームページに次の有用なサイトへのリンクを張る。

●	厚生労働省職場のあんぜんサイト「災害事例」
	 （http://anzeninfo.mhlw.go.jp/anzen/sai/saigai_index.html）
●	連合会安全衛生サイト「産業廃棄物処理業ヒヤリハットデータベース」
	 （http://www.zensanpairen.or.jp/hiyari/home.html）

③	会員企業等から「ヒヤリ」または「ハット」した事例の収集を行い、それを広く提供する。

(7) 会員企業におけるリスクアセスメントの実施を図る。
①厚生労働省・中央労働災害防止協会が作成した産業廃棄物処理業におけるリスクアセス

メントのマニュアル及び連合会が作成した講義用のパワーポイントを活用し、会員企業に
おけるリスクアセスメント定着に向けた研修会の継続的な実施を行う。また、導入が遅れ
がちな会員企業へ呼びかける等、リスクアセスメントの確実な実施を促進する。

②ホームページに次の有用なサイトへのリンクを張る。
●	厚生労働省職場のあんぜんサイト「リスクアセスメントの実施支援システム」
	 （http://anzeninfo.mhlw.go.jp/risk/risk_index.html）
●	連合会安全衛生サイト
	 （http://www.zensanpairen.or.jp/disposal/07/index.html）

(8) 会員企業における安全衛生規程の整備を図る。
①	研修会、会報誌、ホームページ等を通じて、連合会が作成した「安全衛生規程作成支援

ツール」と安全衛生規程の必要性を周知する。

(9) 会員企業における安全衛生管理体制の構築を図る。
①	労働安全衛生法で事業場規模別に規定されている安全衛生管理体制について、研修会、

会報誌、ホームページ等を通じて周知する。
②	連合会が作成した「産業廃棄物処理業におけるモデル安全衛生規程及び解説」及び「安

全衛生規程作成支援ツール」の活用について、研修会、会報誌、ホームページ等を通じ
て周知する。

会員企業が実施する取り組み事例

(1) 経営トップの安全衛生に関する所信表明
	 　経営トップは、労働災害防止のためにその所信を明らかにするとともに、

自らが職場の安全点検等を行い、労働災害防止について従業員への呼びか
けを行う。

(2) 労働災害の未然防止対策の実施
① 連合会が作成した「安全衛生チェックリスト」を活用する等、安全衛生パトロー

ルの実施を図る。
② 連合会が作成した「産業廃棄物処理業ヒヤリハットデータベース」を活用する

等、ヒヤリ・ハット活動の導入と定着を図る。
③ 「セーフティーミーティング」、「危険予知活動」、「ひと声かけあい運動」、「指差し

呼称」、「メンタルヘルス」等、労働災害の未然防止に向けたさまざまな取り組
みを実施する。

(3) リスクアセスメントの実施
① 連合会が示す「産業廃棄物処理業のリスクアセスメントマニュアル」等を参考

に、リスクアセスメントの実施、定着を図る。
② 協会等が実施する「リスクアセスメントの研修会」に参加し、理解を深める。
(4) 安全衛生規程の整備

① 安全配慮義務違反に問われないようにするため、連合会が作成した「産業廃
棄物処理業におけるモデル安全衛生規程及び解説」及び「安全衛生規程作
成支援ツール」を活用する等、自社における労働災害防止のための安全衛生
規程を作成する。

② 協会が実施する研修会への参加や会報誌、ホームページ等を通じて、理解
を深める。

(5) 安全衛生管理体制の構築
	 　「産業廃棄物処理業におけるモデル安全衛生規程及び解説」を参考に、

事業場規模別に法令に基づく安全衛生管理体制を構築する。

５．目標達成状況の検証
平成 30 年 1 月〜 2 月に、平成 29 年度現状把握調査を実施し、目標達成状況を検証し、

次期計画策定に反映していく。

平成 29 年度 労働災害防止計画 平成 29 年度 労働災害防止計画
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導入実務研修会会場

電子マニフェスト導入実務研修会
電子マニフェスト個別導入相談会

第 3 回　産業廃棄物処理実務者研修会　−経験者向け−
～事例に学ぶ～　廃棄物処理法と、じっくり向き合う１日

東京都産業廃棄物協会は、平成 28 年
11 月 28 日㈪ 10 時より、フォーラムミ
カサエコ 7 Ｆホール（千代田区内神田）
に於いて『第 3 回　産業廃棄物処理実
務者研修会』を実施した。今回は、廃棄
物処理法の基礎知識をすでに習得してい
る方むけとし、講師は、当協会専任相談
員の服部昭氏、BUN 環境課題研究事務
所主宰長岡文明氏の２名が担当した。参
加者は 50 名であった。

まず、第１部の『廃棄物処理法のお
さらい〜相談事例をふまえて』では、「平
成 28 年度産業廃棄物処理実務者研修会
－基礎コース　テキスト（公益社団法人
全国産業廃棄物連合会発行）」に基づき、
法改正・通知等の最新情報を交えて重要
事項を解説する「おさらい」と、当協会
への実際の相談事例から、質問の多い相
談事例や、間違って覚えている恐れがあ
る事例を紹介する形で進められた。

第２部の『違反事例に学ぶ廃棄物処
理法』では、行政指導・行政処分・刑事
処分の違いについて、一般的な行政行為
の流れをもとに解説された後、実際に発
生した違反事例が10例以上紹介された。
受講生は、①この事例のどんな行為がま
ずかったのか、②その行為が廃棄物処理
法のどの規定に抵触したか、③その違反
の罰則はどのようなものか、④可能性の
ある行政処分はどのようなものか、の４
つの視点で考察しながら講義を聴いた。

講義終了後のアンケート調査では、約
9 割の方から「わかりやすかった」との
評価をいただいた。また、「自社にとっ
て身近な事例が多かった。ひとごとだと
思わず、法令遵守のための行動をしてい
きたい」、「廃棄物処理法を全て理解する
ことは難しいが、違反を防ぐためにも知
識を更新していかなければならないと感
じた」、「業務内容を見直す良いきっかけ
になった」、「相談事例 Q&A 集が大変参
考になった」などの声が寄せられていた。

	 （取材　塩沢  美樹）会場の様子

服部講師 長岡講師

東京都産業廃棄物協会は、平成 28 年
12 月 16 日㈮ 10 時より、エッサム本社
ビル（千代田区神田須田町）において、『電
子マニフェスト導入実務研修会』及び『個
別導入相談会』を開催した。

まず、午前中に行われた『電子マニフェ
スト導入実務研修会』では、電子マニフェ
ストについての説明動画を上映後、講師
の新井博司氏（情報処理センター 業務推
進部 普及対策室長）が電子マニフェスト
の仕組みやメリット・導入手続き・操作
方法等について、パワーポイント資料を

もとに説明した。参加人数は、54 名であっ
た。内容は、本誌第３１６号で報告した
ものと同じである。

14 時からは小会議室において『電子マ
ニフェスト個別導入相談会』を開催した。
講師の古谷茂生氏（情報処理センター 業
務推進部 サポートセンター室長）が、面
談形式で 4 社 5 名の方の相談を受けた。

今年度の電子マニフェスト説明会は今
回が最終回にあたる。実施状況について
は別表をご参照ください。

	 （事務局　木島 繭子）

開催日時 内　　容 場　　所 参加者

  6 月 29 日㈬ 14：00 ～ 16：00 電子マニフェスト
　　　操作体験セミナー

Win スクール新宿本校　
大教室 19 名

  9 月 15 日㈭ 14：00 ～ 16：00 電子マニフェスト
　　　操作体験セミナー

Win スクール新宿本校　
大教室 14 名

10 月 12 日㈬ 14：00 ～ 16：00 電子マニフェスト
　　　導入実務研修会

エッサム本社ビル　3 階
グリーンホール 56 名

10 月 27 日㈭ 14：00 ～ 16：00 電子マニフェスト
　　　操作体験セミナー

Win スクール新宿本校　
大教室 20 名

11 月 18 日㈮
10：00 ～ 12：00 電子マニフェスト

　　　導入実務研修会
エッサム本社ビル　3 階
グリーンホール 52 名

14：00 ～ 16：00 電子マニフェスト
　　　個別導入相談会

エッサム本社ビル　1 階 
小会議室 101 3 社 6 名

12 月 16 日㈮
10：00 ～ 12：00 電子マニフェスト

　　　導入実務研修会
エッサム本社ビル　3 階
グリーンホール 54 名

14：00 ～ 16：00 電子マニフェスト
　　　個別導入相談会

エッサム本社ビル　1 階 
小会議室 101 4 社 5 名

今年度の実施実績

新井氏 古谷氏



22 第 33 巻第 10 号　通巻第 317 号 23とうきょうさんぱい　平成 29 年 1 月号

行政だより

続・廃棄物処理法の改正に向けた検討について
〜中央環境審議会循環型社会部会廃棄物処理制度専門委員会の経過報告（その２）〜

東京都環境局　資源循環推進部長　谷上　裕

1	 はじめに
前回、廃棄物処理法の改正に向けて、

環境省が標記委員会を設置し、議論が行
われていることをお伝えした。その後、第
7 回目の会合が平成 28 年 12 月15 日に行
われ、委員会としての中間まとめの報告書
案が議論されたので、その内容を報告する。
2	 報告書案の構成

この報告書は、三章構成になっており、
一章が「背景と経緯」、二章が「基本的視点」、
三章が「制度見直しの論点」となっている。

このうち、一章、二章については歴史的
事実や本委員会で議論してきたことの事項
の確認が主なので、12 月の委員会のなか
では特に意見らしい意見はでなかった。

三章については、この報告書案の枢要と
なる部分なので、少し詳しく述べていく。
3	 「制度見直しの主な論点」の概要

報告書案には、論点として 12 項目を掲
げている。そのうちの 1 番目から 4 番目ま
では昨年に起こった食品廃棄物の不適正
処理事件を反映し、その再発防止のための
措置を念頭に置いた対策、すなわち排出事
業者側も処理業者側もその責任を全うする
ための対策がいくつか掲げられている。

そのなかで大きく論点になったのは、処
理に係る情報公開の在り方とそれを担保す
るためのマニフェストの活用強化、確実に
適正処理されていることを確認する行為の
強化などである。

特に、一定規模以上の特別管理産業廃
棄物を排出する事業者、及び特別管理産
業廃棄物の処理を受託する産業廃棄物処
理業者に対し、電子マニフェストの義務化
を促進することが、廃棄物処理の厳格な管

理に効果的だとして本報告書案では述べら
れている。

また、有害物質が含まれた使用済電子
機器等が不適正に処理され、輸出先でも
環境問題を起こしている事例が社会問題
化してきている。

これについては報告書案のなかで、「都
道府県等における一定の規制にかからしめ
るべき」という方向性を打ち出している。
有価物であると主張され、なかなか規制の
対象にするのが困難なことが多いいわゆる
法の隙間の問題についての解消を狙った措
置である。東京都としても、悪質な事例が
見受けられることから、この件に関しての
法的な後ろ盾を期待しているところである。

その他にも、「優良な循環産業の更なる
育成」、「廃棄物等の健全な再生利用・排
出抑制の推進に向けた取組」、「廃棄物処
理法に基づく各種規制措置等の見直し」な
ど、現場で働く会員の皆様方において関心
の高い事項の今後の方向性が報告書案に
は示されている。
4	 最後に

この報告書案は、委員長一任のもと、い
くつかの修正を経て、平成 28 年 12 月 20
日から平成 29 年 1 月19 日の間、パブリッ
クコメントにかけられ、広く意見の募集を
図った。その後の予定としては、制度専門
委員会を開催し議論を行い、最終案が決
定・公表されるものと思われる。

この成案を踏まえて次期法改正を行い、
廃棄物処理の状況が更により良い方向にレ
ベルアップしていけるよう、委員の一人と
して願っている次第である。

何処で 何をしている時 何がどうした 改善すべき事項

1

一般道路で 交差点進入時 交差点を右折時、横断歩道を
歩いている歩行者がミラーに
隠れていた為、巻き込みそう
になってヒヤリとした。

横断歩道の手前で停車し、
死角も注意して目視してか
ら発進する。

2

一般道路で 信号待ち発進時 信号が青に変わって発進しよ
うとしたら後方から来た自転
車がいきなり自車前を横断し
てきた為、接触しそうになっ
た。

再発進時は状況も変わるた
め、後方もしっかり確認し
てからゆっくりと発進するよ
うにする。

3
一般道路で 走行中 右レーンから急に車が割り込

んで来た為、接触しそうに
なった。

車間距離を十分に取って走
行する。

4
一般道路で 住宅街を走行中 停車している車両を通過しよ

うとした時、ドアが急に開い
た。

通過する時は、「かもしれな
い運転」を意識する。

5

高速道路で 走行中 高速道路左車線走行中、ト
レーラーが追い越し車線から
自車の前に割り込んできて接
触しそうになったので、急ブ
レーキを踏んだ。

車間を取って走行する。減
速して、入れてあげるくら
いのゆとりを持つ。

6
高速道路で 走行中 風が強く、車が揺れた為、ヒ

ヤりとした。
速度を落とし、ハンドルを
しっかり持って走行する。

7
現場で 作業中 重機で摘んで投げた物が、バ

ウンドして近くにいた作業員
に当たりそうになった。

旋回・確認・動作の基本を
守り作業をする。

8
現場で バック時 バックしようとしたが、人が

走ってきた為、接触しそうに
なった。

常時ミラーで確認し、ゆっく
りと進入するようにする。

9

現場で 走行中 ガードマンの誘導に従って走
行していたら、障害物に追突
しそうになった。

ガードマンの誘導だけを信
用せず、自分でもミラー・目
視での確認をし、気を付け
る。

「ヒヤリ・ハット」の事例がございましたら、協会までお寄せ下さい。
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東京都予算に対する知事ヒアリング

東京都は、平成 29 年度予算編成にあたり、予算
編成プロセスの見直しの一環として、現場の実態に
精通する 57 団体から、新たに小池東京都知事が直
接、意見・要望を聴く場「東京都予算に対する知
事ヒアリング」を実施した。

当協会からは、高橋会長・乙顔副会長・五十嵐
常任理事・木村専務理事の４名が、平成 28 年 12
月 19 日㈪、東京都庁第一庁舎 7 階中会議室（新宿
区西新宿）において、要望を行った。

要望内容は下記のとおり。
なお、ヒアリングの様子は、財務局 HP でインターネット中継された。
☞ URL:http://www.zaimu.metro.tokyo.jp/syukei1/zaisei/29dantaiyobo_index.html

			   ２８東産廃協第９６号
			   平成２８年１２月１９日
東　京　都　知　事
　　小　池　　百　合　子　様

		  一般社団法人東京都産業廃棄物協会
		  　　会　長　　高　橋　　俊　美

	 平成２９年度予算に関する要望書

要望に当たりましては、①省エネ設備の導入支援など予算措置を希望するもの、に加えて、
②行政、企業双方の経費削減につながる制度改正の要望もいたします。

１　地球温暖化防止のための設備導入等への補助

地球温暖化防止に向け、温室効果ガス排出量の 2.6％を占める廃棄物分野での取組強化が必
要であるが、民間の産業廃棄物処理事業への補助は少ない。

省エネ設備（計測器やインバータ制御装置を含む。）の導入、再生可能エネルギーの回収・
製造装置、低燃費車両（白ナンバートラック）の購入などに対する補助を充実されたい。

小池知事に要望書を手渡す高橋会長

２　オリンピック・パラリンピック施設等での資源循環

施設の建設その他の建設工事では、再生砕石、建設泥土改良土の使用を標準仕様とすること。
これらの利用促進のため、購入費用を予算化するとともに、認証システムの構築や廃棄物から
の卒業基準等の設定をされたい。

競技会場や選手村、大会期間中の各種催し、施設の解体等で生じる廃棄物の処理の際には、
３Ｒの推進及びＣＯ２削減のため、評価・認定処理業者に委託されたい。

３　優良性の評価・認定を受けた産業廃棄物処理業者の活用

平成２１年から開始した都の第三者評価制度で、信頼性の高い優良業者として評価・認定を
受けた処理業者（産廃エキスパート・産廃プロフェッショナル）が有効活用されていない。

都内の産業廃棄物中間処理量の 32％（昨年度）を取り扱っている評価・認定処理業者は、
適正処理、環境負荷の低減に大きく寄与しており、さらに活用を拡大すべきである。

ついては、公共機関及び民間企業が排出する産業廃棄物の処理や、発注する建設工事におい
て、この評価・認定処理業者が優先的に受託されるような仕組みを構築されたい。

（仕組みの例）
①	　環境配慮契約を徹底する。
②	　建設工事業者が評価・認定処理業者に処理を委託した場合、工事成績評定で優遇される。
③	　優良で先進的な処理業者を育成するための研修費、資格取得費等に対して、都は継続的な財政

支援を行う。

４　国家戦略特区制度を利用した、効率的・先進的な産業廃棄物施策の実現

廃棄物処理法は全国一律に運用されているが、大都市特有の事情に合わせた制度への変更や、
排出事業者、処理業者、行政機関いずれもが非効率と考える規定を改善すれば、経済の活性化
が期待できる。

ついては、国家戦略特区制度を利用して、都独自の効率的・先進的な産業廃棄物施策「東京ルー
ル」を構築して実行し、その成果を持って将来の法改正につなげていくべきである。学識経験者、
弁護士、産業界、処理業界等からなる検討・実行組織を早期に立ち上げられたい。

（制度提案例）
①	　産業廃棄物（鉄製ロッカー等）と同時に廃棄する一般廃棄物（木製家具等）を、産業廃棄物処

理業者が処理できれば、運搬効率・資源化率が上がる。（都の定例監査では区別をというが、排出
事業者は併せ処理を希望。）

②	　都以外の道府県知事が許可した収集運搬業者は都と同じ基準で許可されているから、都が許可
せずとも都内で業ができるようにする。行政は許可審査事務量を減らせ立入検査等に振り向けら
れる。処理業者は申請の負担を軽減できる。

③	　優良な処理業者に委託した場合、排出事業者の負担が減る仕組み（雑居ビルでのマニフェスト
の交付や排出事業者による処理施設の現地確認が不要など）とする。

東京都予算に対する知事ヒアリング
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平成 28 年 12 月 6 日㈫ 15 時から 13 名の委員により開催した。

前回に引き続き、収集運搬過程における事故事例等について各社より報告があり、

活発な意見交換が行われた。今後も引き続き事故事例の集約と解析を行い、収集運

搬過程における事故防止に繋げていくことを確認した。

また、来期の活動について、事業計画及び予算の確認を行うとともに、今年度と

同様に中間処理委員会との連携を図りながら、排出事業者やその現場担当者への協

力を得られる工夫を図り、収集運搬時における危険物・有害物の混載防止を目指し

て行くこととなった。

なお、次回委員会は賛助会員を招集しての研修会を予定しており、平成 29 年 2 月

15 日㈬ 15 時より開催する。

平成 28 年 12 月 13 日㈫ 16 時より、新宿の会議室にて 9 名の委員とオブザーバー

1 名（弁護士 芝田麻里氏）によって開催された。

検討テーマは、平成 28 年 1 月から検討を続けている東産協版のマニフェスト

Q&A 集についてである。

討議を重ねて作成した最終版 Q&A 集の東京都への意見照会の結果を踏まえ、さら

に検討した。最終確定にあたり、何点か東京都と確認の協議をする必要がある為、1

月中に東京都環境局との意見交換の場を設け、Q&A 集完成を目指す。

平成 28 年 12 月 16 日㈮ 15 時より、13 名の幹事により幹事会を開催した。

はじめに、総務委員会・コミュニケーション委員会・研修委員会の各委員会より

委員会報告があった。

総務委員会からは、年会費収納状況と 11 月の収支が報告された。

研修委員会・コミュニケーション委員会からは、次年度以降開催される研修合宿

やその他活動について企画案が上程された。

また、「団体課題別人材力支援事業」の活動内容や予算について協議された。

次回の幹事会は 1 月 26 日㈭ 13 時より協会会議室にて開催する。

平成 28 年 12 月 16 日 ( 金 )15 時より、平成 28 年度第一回建設廃棄物委員会 汚
泥分科会が 6 名の委員によって開催された。

建設汚泥関係については、今後、首都圏では、リニア新幹線や東京外環自動車道
等のインフラ整備に伴う発生量の増加、また、建設泥土の海洋投入処分の制度が平
成 29 年 4 月から改正され、実質的に、今後、海洋投入処分が困難な状況となること
等を踏まえ、国や自治体において建設汚泥・泥土のリサイクルに係る計画や指針等
が示され、利用促進施策が鋭意検討されている。

本協会でも、今後、建設汚泥・泥土の有効活用策等について必要な議論・検討を
進めるため、建設廃棄物委員会に汚泥分科会を設置したもので、「立上げ」の会議と
なった。

○	　冒頭、鈴木委員長より、立上げの趣旨説明、国や東京都・近隣県・関係団体
等の動き等について説明があった。

○	　次に、各委員から、建設泥土改良土の利用促進に係る情報提供とともに、再
生土や再生土の埋立て等に関する行政の指導指針等の資料提供があった。

○	　引き続き、本分科会の活動方針等の基本的な考え方について、活発な情報交換・
真剣な議論が行なわれた。

○	　最後に、座長は、当協会建設廃棄物委員会の鈴木委員長が務め、副座長は、
株式会社エコ・ファクトリーの有田氏にお願いすることが確認された。合わせて、
委員の新規獲得についても検討していくことが確認された。

なお、次回は 1 月 27 日㈮ 15 時から協会会議室で開催する。
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災害廃棄物部会（学識経験者 5 名で構
成。当日は 1 名欠席）の第２回が平成 28
年 12 月 16 日 15 時〜 17 時に都庁で開催
されたので、それを傍聴してきました。（第
１回 8 月 3 日の傍聴記は本誌第３１３号を
参照のこと。）

第１回の部会後、部会の下に設けられ
た体制ＷＧが 4 回、処理ＷＧが 3 回開催

（両ＷＧの１回目は合同ＷＧ）されていま
す。その両ＷＧには、当協会代表として常
任理事の伊藤雅人氏（㈱大空リサイクル
センター取締役工事事業本部長）が参加
されています。

今部会の議題は、両ＷＧでの検討状況
について、災害廃棄物処理実行計画につ
いて、処理に係る教育・訓練等について、
今後のスケジュールについてでした。

１	 体制ＷＧでの検討状況について
国、都、区市町村、各主体の役割分担

及び連携に関して、平山委員（名古屋大
学減災連携研究センター准教授）から「都
は調整役、コーディネートの役割があると
ともに、区市町村で人手が足りないときは
都職員を派遣する、都に人が足りないと
きは国から派遣を受けることも必要。」と
の発言がありました。行政機関内の組織
体制として総務班、受援班、資源管理班、
処理班という班編成をする件に関しては、
宮脇委員（明星大学理工学部教授）から

の「少人数の市町村ではこれほど細かくで
きないだろう。」という意見に対して、高
田委員（公益財団法人廃棄物・３Ｒ研究
財団研究参与）から「兼務で担当すること。」
との発言がありました。都民への広報に関
しては、平山委員から「発災してからの広
報だけでなく、廃棄物の減量策として耐
震化をＰＲすること。」との意見が出され
ました。処理の進め方では、杉山座長（常
葉大学社会環境学部教授）から「実際の
災害廃棄物処理の進行管理と業務管理を
一体だれがするのか、そのコントロールタ
ワーは誰なのかＷＧで詰めるよう」指示が
ありました。

２	 処理ＷＧでの検討状況について
災害廃棄物の処理能力の試算が提示さ

れている件に関して、宮脇委員から「道
路事情で処理できる量に制限が出てくる
ケースがある。」高田委員から「施設の耐
震化状況により受入が見込めない施設も
ある。」平山委員から「数値データは大事
だが、想定通りにいかないときにどうする
かを検討することも大事。」との発言があ
りました。（筆者注：東日本大震災時の教
訓から、民間処理施設での受入・処理能
力は、処理残渣の処分先として区市町村
の清掃工場や都の埋立処分場をどれだけ
解放してくれるかにかかっている、ともい
えます。）

東京都廃棄物審議会

災害廃棄物部会（第 2回）を傍聴して

３	 災害廃棄物処理実行計画について
実行計画は、発災後に策定するもので

す。平山委員から「小規模災害では区市
町村が策定するとなっているが、都民を
安心させるために、都としても実行計画を
策定すべき。」宮脇委員から「産業廃棄物
協会との連携についても書き込むべき。」
高田委員から「何年で処理が完了するか
を示すことが必要。そのため発生量の把
握が大事。」との発言がありました。

４	 処理に係る教育・訓練等について
高田委員から「教育訓練は、組織とし

てと個人としての両方を行う必要がある。」
平山委員から「目標として教育訓練への
参加人数を何人とする、と決めることが有
効。いろいろなケースを想定した模擬訓
練を行い、それを蓄積することが有効。」
との発言がありました。

５	 今後のスケジュール
１月末に、委員２名と事務局が熊本視

察を行います。第３回部会を 2 月 15 日に
開催し、中間まとめ案を議論します。２～
３月に東京都廃棄物審議会総会を開いた
後、１か月のパブコメを経てから、再度廃
棄物審議会総会を開催して答申を得る予
定です。

筆者の感想・ ・・・・・・・・・・・
処理計画の体裁の検討が多くて、実際

の災害時にどう仕切って、どこでどう処理
するか、そのために平時に決めておくべき
ことは何か、運搬手段（船舶輸送をどう
構築するか等）は、お金の支払い方法（契
約のひな型を定めておく等）は、などの実
践編はいつになったらつくられるのだろう
と考えてしまいました。

	 （専務理事　木村  尊彦）

東京都廃棄物審議会・災害廃棄物部会
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廃棄物処理法が制定されてから、50 年近くが経つ。そこで、次の時代、次の世代の
産業廃棄物施策、特に現行の法制度をどう変えるべきかについて、私見を述べたい。

以下に述べることは、本来国が全国的視点から法改正で対応すべき事項と考えるが、
協議・調整等で時間を要するであろうから、まずは、東京都でできることを始めてはど
うかと考える。

○東京都レベルで先行するため、国家戦略特区制度を活用する。

東京都に、新たな処理方式や行程管理方法を提案すると、都は法律で規定している
とおり、環境省の解釈どおりにすべきという。

しかし、法改正に関して国内全体の総意を得るには慎重にならざるを得ないし、時間
がかかる。

でも、改革のためには新たな仕組みに挑戦していくことが必要である。そこで、国家
戦略特区制度を使って、東京都が独自に新たな制度設計をして東京地域からまず実践し、
その効果を検証しつつ全国的な制度変更につなげていけばいいではないかと考える。

東京都で制度設計し、国家戦略特区制度を使って実現すべき事項を以下に述べる。

○排出事業者が産業廃棄物にしたいと思ったごみ（一般廃棄物）は産業廃棄物にで
きるとする。

ただし、産業廃棄物処理業者が処理できるとしたものに限る。
なお、排出事業者は処理業者との契約 7 日前までに都道府県（排出地域と処分地域

双方）に届け出る。

業種分類などで一般廃棄物とされたものであっても、産業廃棄物処理業者が性状的に
も、技術的にも、処理できるものが多い。粉体状の物のように通常の一般廃棄物処理施
設では扱えないものも産業廃棄物処理業者なら扱うことができる。

一般廃棄物と産業廃棄物を分けて委託すると手間暇もかかり、収集運搬車両を別にし
て CO2 を多く出すことになる。

新たな産業廃棄物処理体系

専務理事　　木村　尊彦

市町村が併せ産廃として受けても市町村の処理施設で扱えなければ、処理業者に頼
むこととなり、その委託事務作業量も大きい。排出事業者が自らの判断で産業廃棄物処
理業者に頼むとすれば、市町村の作業はなくなり、排出事業者責任の下で行わせること
ができる。一般廃棄物の処理料金は市町村の定める額が上限とされるが、その額では処
分できない廃棄物も産業廃棄物とすれば処理費の制限をなくすことができる。

よって、排出事業者が産業廃棄物にしたいと思ったごみ（一般廃棄物）は産業廃棄物
にできるとする。

ただし、都道府県は、地域内のどれが産業廃棄物になるかを把握しておく必要がある
ので、排出事業者に委託契約前に、都道府県に（処分先が発生地の都道府県外の場合
は処分先の都道府県にも）通知させるようにする。市町村は作業を伴わないし、産業廃
棄物となって都道府県の管轄になるのだから、市町村への通知は不要である。

○収集運搬（保管積替えを除く）業許可は、一つの都道府県知事許可で足りるとする。

本社の所在する都道府県知事の許可を受けていれば、東京都知事の許可もあるとみ
なす。
（全国的な制度とするときには、全国の他の都道府県知事の許可もあるとみなす。た

だし、地域の事情から自分の都道府県で許可が必要と考える都道府県知事は政令で列挙
して、その都道府県ごとの許可にすることも可能とする。）

自動車の運転免許は、一の都道府県公安委員会で取得すれば、全国で運転すること
ができる。産業廃棄物収集運搬業の許可もこのようにする。

産業廃棄物収集運搬業の許可基準は全国で共通であり、保管積替え施設を伴わなけ
れば、どこで取得しようとも審査内容に変わりはない。その同じ審査を何度も繰り返す
のは、申請者側にとっても審査側（都道府県）にとっても無駄な作業になる。

一の都道府県知事許可が全国の他の知事許可でもあるとしておけば、法令違反の行
為があったときは、その違反を知った都道府県知事が許可を取り消すことができる。

大臣許可ではないから、環境省の事務量は増えず国家公務員を増やす必要はない。

○東京都（都道府県）は、上記のようにしたことによる許可審査事務量の減で浮い
た時間を、処分業者の立入検査に充てる。その立入検査結果をＨＰで公表する。
こうすれば、同一の処分業者に各々の排出事業者が現地確認をするという重複行
為を不要にできる。

収集運搬業の許可件数は、全許可件数の大半を占める。上記方法にすれば、各都道
府県でその審査に要する人員を大幅に削減できる。
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東京都の場合、収運業（保積除く）許可件数 15,000：保積業・処分業許可件数 1,000
上記１件当たり許可事務量比率１：１０とすると、
許可合計事務量比率は３：２となり、
審査係１５人の配分は９人：６人となる。
都内本社比率や一業者の複数県許可取得数から考え、一県許可で有効とすると、収

運業（保積除く）許可に必要な職員は半分程度の５人で足りる。よって、４人は、他の
業務への転換が可能。

この削減できる職員を、許可した処分業者への立入検査や排出事業者指導に回す。
立入検査をしたときは、立入検査記録簿を作成し速やかにＨＰで公表する。検査項目

は排出事業者が行う現地確認時の確認項目を超えるものである。立入検査の結果、法令
違反ではないが、改善すべき事項があったときは、それを記録簿に記載・公表し、その
後その処分業者が改善した結果に講評をつけて公表する。

排出事業者が、それまでの間にその処分業者に処理を委託する際には、改善すべき
事項に注意を払って処分業者の業務を確認すればよい。

○排出事業者責任の履行は次の３つで足りるとする。

産業廃棄物の不適正処理事件があると必ず、排出事業者責任を強化しなければなら
ないという。不法投棄の半数は、排出事業者が原因だから排出事業者責任を強化すべき
という。処理業者による横流し事件が起きると排出事業者による現地確認が甘いから排
出事業者責任をより強化すべきという。

たしかに、現在の法体系は、排出事業者が自ら処理しなければならず、自らできない
ときに許可業者に委託するとなっているし、汚染原因者負担の原則から排出事業者が責
任を負うことに異議を挟むことはない。

しかし、日本国内にどれだけの排出事業者がいるのか、事業活動を行う者は数百万社
いる。都内だけでも数十万社が産業廃棄物を排出する。これらすべての排出事業者に、
極めて複雑で、分かりにくく、義務の多い規定をすべて理解させ確実に実行させること
が果たしてできるのだろうか。

実際の大半の処理は、排出事業者ではなく、専門家である産業廃棄物許可業者が行っ
ているのであるから、専門家である処理業者に任せるものは任せるべきである。

排出事業者責任は基本である。だが、現実的かつ確実性を求めていけば、排出事業
者が行うべき義務は、次の 3 つに絞られると考える。

一		  優良で先進的な産業廃棄物処理業者を選択し、その業者に委託する。
二		  適正な処理料金を支払う。
三		  産業廃棄物を処理するために必要になる性状や危険性に関して、排出事業者が

知りえる情報を処理業者にＷＤＳとして提供する。

これ以上のこと、たとえば、排出事業者による一回ごとのマニフェストの交付や処理
業者への現地確認は、優良で先進的な処理業者に委託した場合には、不要とする。

○優良で先進的な処理業者に委託する。

優良でレベルの高い先進的な処理業者とは、
一		  マニフェストの追跡システムに代わるものとして運搬車両にドライブレコー

ダー、ＧＰＳなどを標準装備している。処分施設内での主要なポイントでの録画・
保存を標準とするなど、一連の行程管理措置を講じている。

二		  事故等に備えて、保険に加入するか、緊急処理用の積立金を積み立てている。
三		  従業員の人材育成、レベルアップに積極的に取り組んでいる。
四		  排出事業者に対して、廃棄物の性状等に応じた分別・梱包・３Ｒ方法について、

技術的・専門的観点から指示・提案できる。
優良で先進的な処理業者を育てるためには、優良・先進レベルを明確にして許可基準

を厳しくし、それに適合すべき人材や会社組織となるための研修、資格取得制度を設ける。

このように、優良でレベルの高い先進的な処理業者になるためにはお金がかかる。
その金は処理料金として排出事業者から受け取る必要がある。
一方、優良で先進的な処理業者に委託すれば、排出事業者の確認業務が減る、事故

時の対応等が軽減されるなどから排出事業者自身の負担が減るので、その分を処理業者
への処理委託費として支払うことにする。

最後に、法律の規定の仕方について、一言申し上げる。

○法律の規定の順番は、産業廃棄物を先にする。

現行の廃棄物処理法は、一般廃棄物に関する規定が先に書かれ、産業廃棄物に関す
る規定が後の条にでてくる。一般廃棄物に関する処理基準が先で、産業廃棄物の処理基
準ではそれを引用しているため、全く読みにくい。

産業廃棄物の処理のために法律を読む人が圧倒的に多いから、その人たちが読みや
すいようにすべきである。法律の利用頻度に合わせた記述順にすべきである。

また、産業廃棄物以外が一般廃棄物だから、産業廃棄物の規定が先であるべきである。
よって、産業廃棄物に関する規定を先に書くようにする。こうすれば、読みやすくなり、

理解度が深まり、法律を使用する人の負荷が減る。
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継体大王の即位　　地方豪族から大王と
なった継体は、抵抗勢力がいたものの武力
鎮圧によって大王になったわけではない。
入り婿を条件として、ヤマト王権の有力豪
族の擁立を受けて大王として即位してい
る。今、天皇の生前退位が話題となってい
るが、当時の大王即位はどうなっていただ
ろうか。5 世紀後半の雄略（倭王武）朝か
ら 6 世紀前半の継体・欽明朝にかけての
時期に整備された大王の即位式からみてみ
る。
　まず、治天下の大王は、群臣の推戴を
受けなければならない。これを式の形に現
したのが群臣から新大王へのレガリア（王
位を象徴する宝器）の献上だ。継体の場合、
大
おおむらじ

連の大伴金村が群臣にヲホド王の即位を
諮って、みなの賛同を得たので越の国に迎
えに行ったという。儀式では群臣の代表が

「鏡」と「剣」を献上する。「玉」が加わり、
いわゆる「三種の神器」となるのは奈良時
代になってからだ。
即位は新社長選びと同じ ?　　即位に群臣
の推戴が必要だということは、大王が自分
の意志だけで後継者を決められないという
ことで、譲位ということも考えられなかっ
た。この時代は即位すれば終身大王だった
のだ。後継者を自分で選べてはじめて譲位
できるが、それは大化の改新までまたなけ
ればならない。会社でいえば、いくらオー
ナーだからといって身内から好き勝手に後
継社長は選べず、群臣ともいえる役員達の
支持がなければ後継社長になれないとする
のと同じで、合理性があるのではないか。
　即位式では壇が設けられ、そこに新大王
が昇って即位し、壇が築かれた場所が宮に

定められる。そして、新大王は改めて大臣・
大連・臣・連などの任命を行う。新大王が、
推戴をした群臣の地位を承認するというこ
とだ。承認されなければ留任はない。大王
の即位式は、大王と群臣の地位が相互に
承認される重要な場であり、大王と群臣の
直接的な結びつきがあってこそのものだっ
た。後継社長が新体制を支える役員一同と
の信頼関係をまず第一に考える日本的経営
の古

いにしえ

の形といえようか。
入り婿大王が天皇家の祖に　　507 年に
即した継体大王は、抵抗勢力が存在する
中で、着々と統治の実績をあげていった。
課題であった朝鮮半島諸国との外交では、
百済と同盟するみちを採り、高句麗や新羅
の圧力を受けた百済からの要請を受けて援
軍の派遣を繰り返し、その見返りに、半島
からの先進技術・文化の摂取・導入に努め
列島の発展を図った。また、晩年には、古
代史上名高い「磐

い わ い

井の乱」が起きたが、
大伴金村や物

もののべのあらかい

部麁鹿火を将軍として差し
向け鎮圧に成功している。
　こうして、継体大王が政治的にも軍事的
にも力量を備えた人物であり、積極性に富
み広く人望を集めていた大王と評価される
に至る。継体大王以降の大王家（天皇家）
の系譜は確かであり、その王統は現天皇家
にまで続くことになる。

「辛亥の変」はあったか ?　　それまで王
位継承者（多くは兄弟）間での争いが絶え
なかったことから、継体大王は、兄弟間の
争いがない、より安定的な王位継承の枠組
みを作ろうとした。それが「大

お お え

兄」制度と
いわれるものだ。後の大王たりうべき出生
身分の人の長子を意味するもので、継体の

大王即位前の正妻・目
め の こ ひ め

子媛が産んだ長子・
「勾

まがり

大兄」が最初の大兄で、安閑大王（天皇）
となる。
　ところが、継体大王について大きな謎が
生ずる。継体の没年については日本書紀・
古事記・その他の資料から 527 年・531 年・
534 年と説が分かれ、531 年（辛亥＝継体
25 年）に天皇・太子・皇子がともに亡くなっ
たとする記事もある。このことから政変が
あったとする有力説があり、これを「辛

しんがい

亥
の変」と呼ぶ。
　日本書紀本文では継体の後、安閑、宣
化と短期の大王が続き、欽

きんめい

明大王へとつな
がる。安閑と宣化は尾張出身の目子媛の子
で、欽明は皇后の手

たしらかのひめみこ

白香皇女の子だ。そこ
で、継体の没後、安閑・宣化の勢力と欽明
を押す勢力との二朝並立の時期があったと
の見方が生まれる。さらに、内乱があった
という学者もいる。
　しかし、安閑・宣化は早く生まれ、継体
が即位したときには既に成人しており、高
齢で大王位を引き継いだため各々短期で
没している。ところが、即位後に生まれた
欽明は、毛並みは申し分ないが若年ですぐ
には大王位に就けなかったと考えられる。
そこで、安閑・宣化と二代の中継ぎの後、
満を持して大王位を継承したとみるべき
で、二朝並立も内乱もなかったと考えたい。
真相は継体の墓が語る　　　現在宮内庁
は、継体大王（天皇）陵を、大阪府の三

島古墳群中の太田茶臼山古墳（茨木市 ; 墳
長約 226㍍）と定めているが、学界は、真
の継体陵は同古墳群中の今

いましろづか

城塚古墳（高
槻市 ; 墳長約 190㍍）であるとし、築造年
代からみても 5 世紀中頃の太田茶臼山古墳
は時代が古すぎ間違いだという。6 世紀前
半の今城塚古墳は時代が合い、発掘結果
からも間違いなく確定済みだろう。　
　とりわけ二重周濠の北側の内提中央の張
り出し部分から、目を見張る埴輪祭祀場が
発見されており、壮大な葬送儀礼が厳粛に
行われたとみられる。継体の没後に争乱が
あったとは考えにくいと、継体の墓は語っ
ているのだ（参考図参照）。
　ところで、不思議なことに皇后の手白香
皇女の墓も、宮内庁の定めている衾

ふすまだ

田古墳
は間違いで、正しいのは西山塚古墳（奈良
県天理市）だとされている。夫の墓は元々
の勢力範囲であった淀川水系に築造されて
いるが、妻の墓は、ヤマト王権の血統を引
くものとして、ヤマト王権発祥の地で 2 〜
3 世紀前に築造されたオオヤマト古墳群の
中にある。皇后を通じて王統が保たれてい
ることを強く主張するかのように。古代史
には本当にロマンがある !
	 　（古川　芳久）
＊『ヤマト王権』吉村武彦（2010 年 

岩波新書・シリーズ日本古代史②）
＊『継体天皇』篠川賢（2016 年吉川弘

文館・人物叢書）

【『ヤマト王権』140 頁より】
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私の会社（Ａ社）は、中間処理を営んでいる会社です。先日、もと工
場の敷地となっていた土地を購入し、あらたに建物を建てようと考えてい
たのですが、建物の基礎工事をするために土地を掘り起こしていたところ、

旧建物の基礎が見つかったのです。基礎が残っているとは聞いていなかったので、
土地の売主（Ｂ社）に基礎の撤去を行うように頼んだのですが、Ｂ社は当社の負
担で基礎の撤去を行うように言ってきました。

基礎は相当頑丈に作られていて、撤去には新たに重機を入れなければならない
など、相当の手間と費用がかかりそうです。当社の建物の建設にはこの基礎を利
用することはできないのですが、どうせその上に建物を建ててしまうのだから、いっ
そ旧建物の基礎はそのまま残しておいて新建物を建築してしまおうかとも考えて
いるのですが、廃棄物処理法上何か問題はあるでしょうか（Ｑ．１）。

また、基礎を当社において撤去するとして、その費用をＢ社に請求することは
できないのでしょうか（Ｑ．２）。

旧建物の基礎の放置は

不法投棄に当たる？

芝 田 麻 里
弁　護　士

Ｑ . １		  旧建物の基礎をそのまま残して、その上に新建物を建築することは廃棄
物処理法上問題があるか。

 Ａ．		  不法投棄に該当する可能性がある。

解　説

(1)	 問題の所在

旧建物の所有者は旧建物の基礎を不要な物と考え、放置してしまったとも考えら

れますので、「廃棄物」（廃棄物処理法第２条第１項）に該当する可能性があります。

そして、これを地中に放置する行為は「不法投棄」（廃棄物処理法第１６条、第２５

条第１項第１４項）に該当する可能性があります。よって、旧建物の所有者は不法

投棄をしたことになる可能性があります。

問題は、地中に旧建物の基礎が埋まっていることを知らずに土地を購入した者が

建物を建築する際に、旧建物の基礎を発見したとき、この旧建物の基礎を地中に放

置したままその上に新建物を建築することが不法投棄に当たる可能性がある点です。

(2)	 新所有者は悪くない？

この点、土地の新所有者は、地中に廃棄物が埋まっていることを知らずに土地を

買い受けたのであり、廃棄物についてもともと処理責任を負っている者ではありま

せん。「地中にたまたま廃棄物が埋まっているのを発見したからといってその廃棄物

を処理する責任を負わされるとすればたまったものではない。」と考えると、土地の

新所有者は当該廃棄物の処理責任を負わず、これを地中に放置したとしても不法投

棄には該当しない、といえそうです。

(3)	 法律の考え方

しかし、権利と義務は表裏一体のものと考えられており、土地を購入した者は、

土地を購入したことによって、その土地の所有者として、その土地に対する権利を

取得すると同時に、土地の属性についても責任を負うことになると解されます。す

なわち、土地の長所とともに短所も引き継ぐことになります。

そこで、土地の新所有者は、当該土地に廃棄物が不法に投棄されていることを発

見した場合には、土地所有者としての責任に基づき廃棄物を処理する責任を負うと

いうことになり、この責任を果たさず、発見した廃棄物を再度、地中に放置するこ

とは不法投棄に該当する可能性があります。

したがって、土地の新所有者が、地中に埋められた旧建物の基礎を発見した場合、

この基礎を放置したまま新建物を建築することは、不法投棄に該当する可能性があ

ります。

もっとも、旧建物の基礎を新建物の基礎として利用することができるなど、旧建

物の基礎を残すことに合理的理由があり、かつ、旧建物の基礎を残したとしても生

活環境保全上の支障が生じないと認められる場合においては、例外的に不法投棄が

成立しない場合もあります。この場合、旧建物の基礎に利用価値が認められる限り

において「不要物」、すなわち、「廃棄物」とはいえなくなるためです。

なお、昭和 57 年 6 月 14 日付環産 21 疑義照会において、以下のような回答がな

されています。
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(4)	 本件の場合

本件の場合、旧建物の基礎は、新建物の基礎としては利用することができない、

ということなので、廃棄物該当性を免れず、これを地中に放置することは不法投棄

に該当する可能性があります。

Ｑ．２		 基礎が残されていることが判明していなかった場合、基礎の撤去費用を
土地の売主（旧所有者）に請求できるか。

Ａ．		  できる。

解　説

(1)	 基本は当事者の合意

基礎の撤去費用の負担者が誰か、については、基本的に当事者間の合意によるこ

とになります。

すなわち、土地売買契約の際に、地中の旧建物の基礎の撤去費用については売主

である旧所有者が負担するのか、買主である新所有者が負担するのかを決定するこ

とになります。

(2)	 撤去費用についての合意がなかった場合

ア	 問題の所在

しかし、旧所有者が建物の基礎が残されていることについて買主に告げな

かった、あるいは知らなかったなどの理由により、基礎の撤去費用の負担者

についての合意がなかった場合、どちらが撤去費用を負担するのかが問題と

なります。

昭和５７年６月１４日付環産２１　産業廃棄物対策室長通知

問 11		  地下工作物が老朽化したのでこれを埋め殺すという計画を有し
ている事業者がいる。この計画のままでは生活環境保全上の支障
が想定されるが、いつの時点から（廃棄物処理）法の適用を受け
るか。

答		  地下工作物を埋め殺そうとする時点から法の適用を受ける。

イ	 旧所有者（売主）の言い分

この点、旧所有者の言い分としては、合意がなかった以上、現所有者が現

土地に対する責任として、撤去費用を負担するべきであると主張することが

考えられます。

ウ	 法律の考え方（瑕疵担保責任）

しかし、地中に旧建物の基礎が残っている場合、土地を購入した者は、建

物の建設に支障を来すなど、その土地の自由な使用を妨げられるのであり、

その土地は、「土地として通常有すべき性質」を有しない、すなわち、通常

の土地として使用しえない土地として、「瑕疵」（かし＝欠陥）のある土地と

いえます。

この場合において、土地の買主が地中に建物の基礎（障害物）が存在する

ことを知らず、また、知らないことについて無理もないといえるような場合

（取引通念上、通常の注意力をもってしては発見できないと認められる場合）、

売主は、買主に対して「瑕疵担保責任」を負うとされています（民法５７０

条）（東京地裁 H15.5.16、東京地裁 H17.4.22、東京地裁 H22.8.30、東京地

裁 H26.11.17 等）。

その結果、土地の買主である新所有者は、地中の建物の基礎の撤去費

用を売主に対して損害として賠償請求できるとされています（東京地裁

H17.4.22、東京地裁 H26.11.17 等）。

なお、この瑕疵担保責任は、土地の売主としての地位に基づく責任であり、

売主の過失の有無を問いません。すなわち、売主が他人から土地を購入した

ものであり、地中に廃棄物が埋設されていることを過失なく知らなかったと

してもこの責任を免れません。

(3)	 本件

本件の場合、本件土地の売主 B 社は買主 A 社に対して旧建物の基礎が地中に埋

設されているとは告げていなかったとのことであり、地中に埋設物があるか否かに

ついては埋設物の一部が表面に現れているなどの特段の事情がない限り、売主の申

告がなければ知りえないことから、本件土地には「取引通念上、通常の注意力をもっ

てしては発見できない」「瑕疵」があることになります。

そこで、A 社は B 社に対して、瑕疵担保責任を追及し、地中の基礎の撤去に要し

た費用を請求できることになります。
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（平成 29 年 1 月 6 日現在）

月 日 曜日 行　　事　　予　　定 備　考

1

11 水
広報委員会　１０：００～ 協会会議室

常任理事会　１３：３０～ ／　第３３回理事会　１４：３０～ 協会会議室

13 金 全産廃連 ;　理事会　１４：３０～１７：３０ ／ 新年賀詞交歓会　１８：００～２０：００ 明治記念館（港区）

16 月 採用支援 PT　１５：００〜 協会会議室

19 木 女性部　幹事会　１６：００～ 外部会議室

20 金 賛助会員説明会１５：３０～ ／ 新春講演会１６：１０～ ／ 賀詞交歓会 １８：００～ ホテル椿山荘東京（文京区）

25 水 安全衛生推進委員会　１６：００〜 協会会議室

26 木 青年部　幹事会 １３：００～ ／ 研修会・講演会 １５：００〜／ 賀詞交歓会 １８：００〜 協会会議室

27 金
建設廃棄物委員会＝建設汚泥分科会　１５：００～ 協会会議室

医療廃棄物委員会　施設見学会　　 ㈱日本シルバー　（目黒区）

2

3 金
全産廃連 ;　全国正会員事務局責任者会議 アジュール竹芝（港区）

女性部 「平成２８年度関東地域協議会女性部会交流会」　主催：千葉県女性部会 ベイサイドパーク迎賓館 千葉

8 水
広報委員会　１０：００～ 協会会議室

平成２８年度第２回適正処理懇談会　１５：００～　 外部会議室

15 水 収集運搬委員会　１５：００～ 協会会議室

18 土 関東地域協議会女性部会　部会長会議　１１：３０〜 外部会議室

21 火 青年部　幹事会　１５：００〜 協会会議室

23 木 中間処理委員会　１５：００～ 協会会議室

24 金
全産廃連 ;　全国正会員会長・理事長会議　（関東地域開催） 明治記念館（港区）

全産廃連 主催 （当協会：協力機関） 「産業廃棄物処理実務者研修会（東京会場）」ベルサール西新宿

28 火 平成２８年度第三回安全衛生研修会　１４：３０〜１６：３０ エッサム本社ビル３階（神田須田町）

株式会社  アクセル
代表取締役　原田  淳史

賛助会員	 法人向け通信サービス業

〒 171-0021　東京都豊島区西池袋２－１９－１６

☎  ０３（６８５７）２７８９

皆様、新年明けましておめでとうござ
います。

本年も事務局職員一同ご指導ご鞭撻
を賜りますよう宜しくお願い申し上げま
す。

新年最初の事務局だよりを担当いたし
ます木島と申します。協会では主に、安
全衛生推進委員会・法制度検討委員会・
多摩支部を担当しております。昨年 12
月で、事務局に着任してから丸 2 年が
経ちました。協会の業務や廃棄物につい
て勉強をし、更なる成長を目指している
最中です。事務局に後輩もできましたの
で、今までとは少し違った緊張感を持っ
て日々業務に励んでおります。

昨年を振り返りますと、協会で様々な
経験をすることができた 1 年でした。11
月 10 日～ 12 日に岡山県で実施した国

内処理施設見学研修会及び全国大会に
同行させていただく機会にも恵まれ、とても貴重
な経験ができました。全国大会に出席した際には、
他県協会の会員企業の方ともお話をさせていただ
くことができ、たくさんの刺激を受けました。この
刺激を活力に変換して、仕事に邁進しています。

さて、新年は、必ず小さなことでも１年の目標
を立てるようにしておりますが、昨年はプライベー
トで資格取得を目標に掲げました。その資格とは、
動物取扱責任者の資格要件のひとつに当てはまる

「愛玩動物飼養管理士」という資格です。動物関
係法令や動物愛護運動史、保健衛生、公害問題、
動物の疾病予防、管理士の社会活動、各種動物
の飼養管理、犬猫のしつけ等の知識を体系的に
習得・普及する指導員を養成するため、「愛玩動
物飼養管理士」認定制度というものが設置されて
います。受講目的で一番多いのが「自分の飼って
いる動物について詳しく知りたい」という目的だそ
うです。私も自宅で猫を飼っており、動物が大好
きなので、「好きこそ物の上手なれ」という言葉通
り、大好きな動物について少しでも学びたいとい
う気持ちと、将来猫カフェを開くかもしれない (!?)
という淡い夢を実現させるための一歩として、資
格取得を目指しました。大学を卒業して以来、試
験勉強というものから離れていた為、いくら好きな
ことの勉強とはいえ、仕事後に一人でカフェで勉
強している時は少ししんどいと感じることもありま
したが、家に帰って大好きな猫が出迎えてくれる
とそんな疲れも吹っ飛んで勉強を続けることがで
き、昨年 12 月、無事に認定試験に合格いたしま
した。修得した知識は、今後、ペットの飼育に活
かしていくことはもちろんのこと、動物愛護週間行
事等に参加し、ボランティア活動の場でも活かし
ていきたいと考えております。

今年の目標は、まだ心に秘めておこうと思いま
すが、動物の勉強だけでなく、廃棄物についても
今まで以上にしっかりと学び、協会運営、会員企
業の皆様のお役に立てたらと思っています。重ね
てのご指導ご鞭撻をお願いいたしまして、新年に
あたってのご挨拶といたします。	 （木島）
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新年あけましておめでとうございます。
今年は十干十二支では丁酉（ひのとと
り）です。干支については色々な説が
ありますが、語呂合わせでしょうか、「と
りこむ」ことの出来る年、これまでの準
備が成就する年となると解釈すべきで
しょうか。何れにしろ、皆様はそれぞれ
に良き年を迎えられたことと存じます。

丁度、一年前、この編集後記に法改
正の年と記しましたが、本格的な改正
の年は、今年となっています。広報委
員会としては、いつも申し上げています
ように、本件にかかわる情報を速やか

に皆様へ伝えて参ります。法制度の改正点の理
解を怠ると、とんでもないことになる可能性もござ
います。どうか、情報収集と理解に努めて下さい。

近年の冬は、ことさら寒く感じるのは、齢を重ね
てきた小生だけでしょうか。地球温暖化は平均気
温という面では上昇傾向にあることは報道されて
いる通りです。しかし、寒暖の差という面からは大
きくなってきているようです。そうしたことが、春と
秋の期間が短くなっていると感じることの要因かも
しれません。温暖化防止については、賛否という
点では防止することに賛成が圧倒的多数と想って
います。当業界に対しても関係方面から、対策へ
の参加要請、各種の助成制度もございます。どう
か、今年は皆様の日常生活も含めて、温暖化防
止について考え、実践していただければ幸いです。

まもなく、協会の新年度の予算が決定される
予定です。毎年、正会員数の微減、紙マニフェ
ストの頒布の減少と収支が厳しい状況となってい
ます。そのなかで一般社団法人としての役割を
十二分に理解しつつ、業界及び、そこに集う皆様
の繁栄に向けての施策が実行できる予算となるこ
とと想っています。

広報委員会では、その役割を広報委員一同が
理解した上で、今年も活動して参ります。どうか、
引き続きのご支援をお願い申し上げます。

	 （乙顔）
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会 長

高俊興業 ㈱
代 表 取 締 役 
会 長 高 橋 俊 美

東 京 都 中 野 区 新 井 １ − １ １ − ２

電 話 0 3 − 3 3 8 9 − 8 1 1 1

副 会 長

㈱ 三凌商事
代 表 取 締 役 
社 長 赤 石 賢 治

東 京 都 町 田 市 木 曽 東 １ − ３ ４ − ６

電 話 0 4 2 − 7 2 6 − 2 6 4 7

常 任 理 事

㈱ 東亜オイル興業所
代 表 取 締 役 碩 　 孝 光

千 葉 県 八 千 代 市 上 高 野 １ ７ ２ ８ − ５

電 話 0 4 7 − 4 8 5 − 7 1 8 9

常 任 理 事

㈱ 五十嵐商会
代 表 取 締 役 五 十 嵐 和 代

東 京 都 練 馬 区 三 原 台 ２ − １ − ２ ７

電 話 0 3 − 3 9 2 2 − 7 5 4 7

副 会 長

加藤商事 ㈱
代 表 取 締 役 
社 長 加 藤 宣 行

東 京 都 東 村 山 市 恩 多 町 １ − １ ２ − ３

電 話 0 4 2 − 3 9 2 − 1 0 0 1

副 会 長

㈱ 京葉興業
代 表 取 締 役 鈴 木 宏 和

東 京 都 江 戸 川 区 篠 崎 町 １ − ２ − ６

電 話 0 3 − 3 6 7 8 − 0 1 1 1

理 事

白井エコセンター ㈱
代 表 取 締 役 白 井 　 徹

東 京 都 足 立 区 入 谷 ５ − １ ６ − ２ ８

電 話 0 3 − 3 8 9 7 − 1 3 2 7

理 事

比留間運送 ㈱
代 表 取 締 役 比 留 間 久 仁 男

東 京 都 武 蔵 村 山 市 中 央 ２ − １ ３ ３ − １

電 話 0 4 2 − 5 6 5 − 1 3 3 6

理 事

大谷清運 ㈱
代 表 取 締 役 二 木 玲 子

東 京 都 葛 飾 区 水 元 １ − ３ − １ ３

電 話 0 3 − 3 6 0 0 − 5 5 6 1

理 事

相田化学工業 ㈱
代 表 取 締 役 相 田 英 則

東 京 都 府 中 市 南 町 ６ − １ ５ − １ ３

電 話 0 4 2 − 3 6 8 − 6 3 1 1

常 任 理 事

成友興業 ㈱
代 表 取 締 役 細 沼 順 人

東 京 都 あ き る 野 市 草 花 １ １ ４ １ − １

電 話 0 4 2 − 5 5 8 − 4 1 1 1

理 事

東京ボード工業 ㈱
代 表 取 締 役 
社 長 井 上 弘 之

東 京 都 江 東 区 新 木 場 ２ − １ １ − １

電 話 0 3 − 3 5 2 2 − 4 1 3 9

理 事

㈱ 都市環境エンジニアリング
代 表 取 締 役 
社 長 伊 藤 憲 男

東 京 都 江 東 区 木 場 ５ − ６ − ３ ５

電 話 0 3 − 5 6 3 9 − 0 7 4 0

正 会 員

㈲ アーク
代 表 取 締 役 志 賀 教 夫

東京都足立区西竹の塚１−１２−１４ IKO ビル３F

電 話 0 3 − 5 6 4 7 − 6 6 9 3

正 会 員

アースサポート ㈱
代 表 取 締 役 尾 﨑 俊 也

東京都港区赤坂４−４−１４ 未来環境創造ビル３F

電 話 0 3 − 6 4 4 1 − 2 9 0 0

正 会 員

㈲ 青木建材
代 表 取 締 役 青 木 早 苗

神 奈 川 県 川 崎 市 宮 前 区 南 平 台 ８ − ２ ９

電 話 0 4 4 − 9 7 6 − 2 0 0 1

正 会 員

㈱ アクアホーム
代 表 取 締 役 安 保 貴 史

東 京 都 武 蔵 野 市 吉 祥 寺 本 町 １ − １ ０ − ７

電 話 0 4 2 2 − 2 7 − 6 2 7 9

正 会 員

㈱ 朝田商会
代 表 取 締 役 真 田 一 伸

東 京 都 千 代 田 区 丸 の 内 ３ − ４ − １

電 話 0 3 − 3 2 1 3 − 9 4 5 1

正 会 員

㈱ アサヒ開発
代 表 取 締 役 内 藤 利 永 子

神 奈 川 県 横 浜 市 瀬 谷 区 二 ツ 橋 町 ３ ８ １ − １

電 話 0 4 5 − 3 6 9 − 7 7 5 1

正 会 員

㈱ 旭商会
代 表 取 締 役 根 本 敏 子

神 奈 川 県 相 模 原 市 緑 区 下 九 沢 ２ ０ ９ ６ − １

電 話 0 4 2 − 7 7 1 − 3 5 5 8

正 会 員

アトラス商事 ㈱
代 表 取 締 役 上 田 　 淳
神 奈 川 県 川 崎 市 宮 前 区 宮 崎 ２ − ７ − ４ ３ 
　　　　　　　　　　　 エ ス テ ィ ー 宮 崎 台 1F

電 話 0 4 4 − 7 5 0 − 9 2 9 5

監 事

㈱ 太陽油化
代 表 取 締 役 石 田 太 平

東 京 都 板 橋 区 三 園 ２ − １ ２ − ２

電 話 0 3 − 3 9 3 8 − 0 0 2 2

監 事

㈱ 東京スタンドサービス
代 表 取 締 役 有 吉 嘉 一 郎

東 京 都 三 鷹 市 新 川 ２ − １ ４ − ２ ５

電 話 0 4 2 2 − 4 6 − 2 4 9 4

正 会 員

㈱ アーバンサービス
代 表 取 締 役 
社 長 松 本 亮 治

神 奈 川 県 横 浜 市 中 区 新 山 下 ３ − ７ − ２ ４

電 話 0 4 5 − 6 2 8 − 7 8 8 8
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正 会 員

㈱ ＩＳＨＩＤＡ
代 表 取 締 役 石 田 洋 平

埼 玉 県 川 口 市 八 幡 木 ３ − １ ６ − ７

電 話 0 4 8 − 2 8 4 − 3 8 6 4

正 会 員

㈱ 市川環境エンジニアリング
代 表 取 締 役 
社 長 石 井 邦 夫

東 京 都 中 央 区 新 川 ２ − ９ − ９ SH ビ ル ４ F

電 話 0 3 − 5 5 4 0 − 4 2 2 0

正 会 員

㈱ 一不二総業
代 表 取 締 役 齋 藤 和 行
東 京 都 千 代 田 区 九 段 南 ４ − ２ − ９ 
　　　　　 シ ル キ ー ハ イ ツ 九 段 南 ７ ０ １

電 話 0 3 − 5 2 2 6 − 5 0 5 7

正 会 員

㈱ ウチダ
代 表 取 締 役 
会 長 内 田 一 二 三

埼 玉 県 ふ じ み 野 市 駒 林 １ ８

電 話 0 4 9 − 2 6 3 − 9 7 7 7

正 会 員

浦野産業 ㈱
代 表 取 締 役 浦 野 知 昭

東 京 都 あ き る 野 市 草 花 ７ ２ ０ − ８

電 話 0 4 2 − 5 5 8 − 9 5 6 3

正 会 員

栄和清運 ㈱
代 表 取 締 役 花 形 匡 晃

東 京 都 杉 並 区 堀 ノ 内 ２ − １ １ − ３ ２

電 話 0 3 − 3 3 1 7 − 2 2 8 1

正 会 員

栄和リサイクル ㈱
代 表 取 締 役 金 城 虎 一
東 京 都 新 宿 区 西 早 稲 田 ２ − ９ − １ ６ 
　　　　　 東 急 ド エ ル ア ル ス 早 稲 田 ２ Ｆ

電 話 0 3 − 5 2 7 3 − 4 4 4 6

正 会 員

エコシステムジャパン ㈱
代 表 取 締 役 石 川 統 一

東 京 都 千 代 田 区 外 神 田 ４ − １ ４ − １

電 話 0 3 − 6 8 4 7 − 7 0 1 0

正 会 員

㈱ エコ・ファクトリー
代 表 取 締 役 有 田 一 成

東 京 都 稲 城 市 大 丸 １ ４ ３ ４ − ３

電 話 0 4 2 − 3 7 9 − 0 0 1 3

正 会 員

㈲ アベマキ
代 表 取 締 役 阿 部 真 樹

東 京 都 足 立 区 東 和 ２ − ２ ４ − １ ７

電 話 0 3 − 5 6 9 7 − 6 6 4 2

正 会 員

有明興業 ㈱
代 表 取 締 役 松 岡 和 人

東 京 都 江 東 区 若 洲 ２ − ８ − ２ ５

電 話 0 3 − 3 5 2 2 − 1 9 1 1

正 会 員

㈱ アンカーネットワークサービス
代 表 取 締 役 碇 　 隆 司

東 京 都 葛 飾 区 新 宿 ３ − ９ − １ ５

電 話 0 3 − 3 6 0 0 − 5 8 7 3

正 会 員

㈱ エコワスプラント
代 表 取 締 役 浅 尾 洋 和

東 京 都 西 多 摩 郡 日 の 出 町 平 井 ３ ４ − １

電 話 0 4 2 − 5 8 8 − 0 0 7 2

正 会 員

㈱ エバーグリーンライン
代 表 取 締 役 比 嘉 良 弘

神 奈 川 県 川 崎 市 川 崎 区 貝 塚 １ − １ − ５

電 話 0 4 4 − 2 2 1 − 6 5 7 0

正 会 員

恵比寿産業 ㈱
代 表 取 締 役 梁 川 　 哲

東 京 都 八 王 子 市 東 中 野 ４ ８ ０ − ２

電 話 0 4 2 − 6 7 6 − 6 0 0 0

正 会 員

㈱ 遠藤商会
代 表 取 締 役 遠 藤 孝 一

埼 玉 県 川 越 市 大 字 下 赤 坂 ６ ２ ７ − ７

電 話 0 4 2 − 3 4 4 − 5 9 5 7

正 会 員

オーエム通商 ㈱
代 表 取 締 役 岡 村 睦 夫

東 京 都 八 王 子 市 小 津 町 １ ０ ６ − １

電 話 0 4 2 − 6 5 1 − 2 7 1 7

正 会 員

大久保興業 ㈱
代 表 取 締 役 大 久 保 　 憲

東 京 都 府 中 市 天 神 町 ３ − １ １ − １

電 話 0 4 2 − 3 3 5 − 4 5 8 8

正 会 員

㈱ 大空リサイクルセンター
代 表 取 締 役 宇 留 野 利 彦

東 京 都 武 蔵 村 山 市 伊 奈 平 ５ − ４ ３ − ６

電 話 0 4 2 − 5 6 0 − 5 7 1 7

正 会 員

太田商事 ㈱
代 表 取 締 役 太 田 敦 子

東 京 都 府 中 市 四 谷 ５ − １ ３ − １ ４

電 話 0 4 2 − 3 6 8 − 3 8 0 0

正 会 員

㈱ オネスト
代 表 取 締 役 山 本 正 直

東 京 都 江 東 区 新 木 場 ４ − ３ — ２ ６

電 話 0 3 − 3 5 2 2 − 5 3 0 0

正 会 員

㈱ 小野組
代 表 取 締 役 小 野 　 誠

東 京 都 江 戸 川 区 東 小 松 川 ３ − ２ ６ − ７

電 話 0 3 − 3 6 5 4 − 7 3 6 7

正 会 員

鹿島環境エンジニアリング ㈱
代 表 取 締 役 
社 長 池 田 　 豊

東 京 都 港 区 元 赤 坂 １ − ５ − ３ １ 新 井 ビ ル ６ Ｆ

電 話 0 3 − 3 7 4 6 − 7 6 8 1

正 会 員

㈱ 加藤商事
代 表 取 締 役 加 藤 　 敬

東 京 都 狛 江 市 東 野 川 ２ − １ ４ − ２

電 話 0 3 − 3 4 8 0 − 5 1 1 1
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正 会 員

㈱ カネテツ
代 表 取 締 役 阿 部 正 二

東 京 都 足 立 区 入 谷 ９ − ５ − １ ０

電 話 0 3 − 3 8 9 9 − 1 1 0 0

正 会 員

㈱ 川上商店
代 表 取 締 役 
社 長 有 田 一 成

東 京 都 稲 城 市 大 丸 １ ４ ６ ２ − ２

電 話 0 4 2 − 3 7 9 − 0 0 1 1

正 会 員

㈱ カワサキ商会
代 表 取 締 役 川 﨑 秀 樹

千 葉 県 市 川 市 日 之 出 ２ １ − １ − ６ ４ ３

電 話 0 4 7 − 3 6 9 − 6 1 2 6

正 会 員

㈱ 環境技研
代 表 取 締 役 能 登 祥 文

東 京 都 板 橋 区 板 橋 ４ − １ ２ − １ ７

電 話 0 3 − 3 9 6 2 − 1 7 7 1

正 会 員

㈱ 環境システムサービス
代 表 取 締 役 加 藤 慎 次 郎

東 京 都 八 王 子 市 横 川 町 １ ０ ７ ６

電 話 0 4 2 − 6 2 5 − 8 1 2 0

正 会 員

㈱ 環境テコム
代 表 取 締 役 高 橋 俊 夫

東 京 都 板 橋 区 仲 宿 ２ ７ − ３

電 話 0 3 − 5 9 4 3 − 2 0 2 0

正 会 員

㈱ 木下フレンド
代 表 取 締 役 木 下 公 次

埼 玉 県 所 沢 市 東 所 沢 和 田 ３ − １ − １ ０

電 話 0 4 − 2 9 4 4 − 3 7 3 7

正 会 員

㈱ キョクジュウ
代 表 取 締 役 引 地 剛 之

埼 玉 県 川 口 市 戸 塚 ３ − ２ ６ − ２ ０

電 話 0 4 8 − 2 9 0 − 5 5 1 0

正 会 員

㈱ キンセイ
代 表 取 締 役 宇 田 川 幸 彦

東 京 都 新 宿 区 上 落 合 ３ − ２ ３ − １ ２

電 話 0 3 − 3 3 6 1 − 5 6 7 5

正 会 員

㈲ 金井商会
代 表 取 締 役 横 山 　 茂

東 京 都 町 田 市 金 井 町 ２ ５ ６ ３

電 話 0 4 2 − 7 3 5 − 5 6 7 7

正 会 員

㈱ 要興業
代 表 取 締 役 藤 居 秀 三

東 京 都 豊 島 区 池 袋 ２ − １ ４ − ８ 池 袋 NS ビ ル

電 話 0 3 − 3 9 8 6 − 5 3 4 1

正 会 員

㈱ 共同土木
代 表 取 締 役 岡 林 靖 幸

埼 玉 県 上 尾 市 原 新 町 ２ ６ − １

電 話 0 4 8 − 7 7 1 − 7 9 7 3

正 会 員

クリーンサービス ㈱
代 表 取 締 役 佐 藤 高 紀

東 京 都 清 瀬 市 旭 が 丘 ２ − ３ ３ ６ − １

電 話 0 4 2 − 4 9 1 − 9 8 8 8

正 会 員

㈱ クリエイト
代 表 取 締 役 𠮷 田 き く 江

埼 玉 県 久 喜 市 間 鎌 ３ １ ４ − １

電 話 0 4 8 0 − 5 2 − 7 8 3 1

正 会 員

㈱ クレハ環境
代 表 取 締 役 
社 長 名 武 克 泰

福 島 県 い わ き 市 錦 町 四 反 田 ３ ０ 番 地

電 話 0 2 4 6 − 6 3 − 1 2 3 1

正 会 員

㈱ グローブ産業
代 表 取 締 役 砂 本 一 也

東 京 都 足 立 区 鹿 浜 ７ − １ ２ − ４

電 話 0 3 − 5 8 3 8 − 0 8 1 8

正 会 員

㈱ ケイ・エム環境
代 表 取 締 役 宮 田 仁 史

埼 玉 県 三 郷 市 前 間 １ ４ ０ − ２

電 話 0 4 8 − 9 5 8 − 3 9 3 8

正 会 員

㈱ 敬隣舎
代 表 取 締 役 鈴 木 と も 子

東 京 都 板 橋 区 小 茂 根 ４ − ２ − １

電 話 0 3 − 3 9 5 8 − 0 5 0 1

正 会 員

㈱ 小池建材
代 表 取 締 役 木 村 芳 信

東 京 都 八 王 子 市 大 谷 町 ４ ８ １

電 話 0 4 2 − 6 6 0 − 0 5 1 5

正 会 員

㈱ 工　運
代 表 取 締 役 高 橋 雄 一

東 京 都 大 田 区 矢 口 １ − ２ ５ − １ ６

電 話 0 3 − 3 7 5 9 − 7 2 1 1

正 会 員

㈱ 光洲産業
代 表 取 締 役 光 田 栄 吉

神 奈 川 県 川 崎 市 高 津 区 久 地 ４ − １ ０ − １ １

電 話 0 4 4 − 8 2 2 − 0 7 9 5

正 会 員

甲陽興産 ㈱
代 表 取 締 役 北 ⻆ 治 太
東 京 都 千 代 田 区 内 神 田 ２ − １ １ − ６ 
　　　　　 共 同 ビ ル（ 内 神 田 ） ７ F

電 話 0 3 − 6 2 0 6 − 0 5 3 3

正 会 員

㈱ コーエイクリーン
代 表 取 締 役 瀧 澤 　 壽

埼 玉 県 八 潮 市 大 字 木 曽 根 字 上 ５ ４ ６ − １

電 話 0 4 8 − 9 9 4 − 1 1 5 3

正 会 員

㈱ クマクラ
代 表 取 締 役 
社 長 熊 倉 　 毅

埼 玉 県 新 座 市 畑 中 ３ − １ − ５

電 話 0 4 8 − 4 7 9 − 0 3 9 1
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正 会 員

㈱ 駒　形
代 表 取 締 役 黛 亙

東 京 都 中 央 区 日 本 橋 箱 崎 町 ３ − １ ２

電 話 0 3 − 3 2 4 9 − 2 7 1 1

正 会 員

㈱ 小見山商事
代 表 取 締 役 小 見 山 銀 蔵

埼 玉 県 狭 山 市 広 瀬 台 ２ − ７ − ３

電 話 0 4 − 2 9 5 3 − 8 8 4 1

正 会 員

㈲ 権田商事
代 表 取 締 役 権 田 秀 之

東 京 都 大 田 区 羽 田 ４ − １ ０ − ６

電 話 0 3 − 3 7 4 3 − 4 0 5 2

正 会 員

栄運輸 ㈱
代 表 取 締 役 鈴 木 尚 紀

東 京 都 葛 飾 区 水 元 １ − ２ ２ − ５ ６

電 話 0 3 − 3 6 0 9 − 2 8 4 0

正 会 員

栄鉄鋼商事 ㈱
代 表 取 締 役 江 井 　 弘

東 京 都 足 立 区 梅 島 ２ − １ ８ − ５

電 話 0 3 − 3 8 8 7 − 0 7 5 0

正 会 員

㈲ 榊原商店
代 表 取 締 役 榊 原 勝 男

茨 城 県 潮 来 市 潮 来 ７ １ ６ ６

電 話 0 2 9 9 − 6 3 − 1 7 2 6

正 会 員

㈱ 完山金属
代 表 取 締 役 完 山 一 範

東 京 都 八 王 子 市 館 町 ４ ６ ８ − ２

電 話 0 4 2 − 6 6 1 − 4 4 0 8

正 会 員

三英オフィスサービス ㈱
代 表 取 締 役 
社 長 神 山 快 三
東 京 都 千 代 田 区 神 田 錦 町 １ − １ − ６ 
　 　 　 　 　 神 田 錦 町 ビ ル ５ Ｆ

電 話 0 3 − 3 2 9 5 − 0 4 0 4

正 会 員

三東運輸 ㈱
代 表 取 締 役 田 口 勝 久

東 京 都 江 戸 川 区 篠 崎 町 ３ − １ ２ − ６

電 話 0 3 − 3 6 7 0 − 3 1 0 1

正 会 員

コスモ理研 ㈱
代 表 取 締 役 山 中 正 昭

東 京 都 台 東 区 柳 橋 １ − １ ４ − ６

電 話 0 3 − 5 8 2 0 − 1 2 2 9

正 会 員

㈱ こばやし産業
代 表 取 締 役 小 林 大 丈

埼 玉 県 朝 霞 市 上 内 間 木 ３ １ ７ − ５

電 話 0 4 8 − 4 5 6 − 1 1 5 1

正 会 員

小林運輸 株式会社
代 表 取 締 役 
社 長 木 内 一 宏

埼 玉 県 戸 田 市 新 曽 南 ３ − ８ − ８

電 話 0 4 8 − 4 4 5 − 9 8 1 1

正 会 員

新和環境 ㈱
代 表 取 締 役 青 木 　 浩

東 京 都 新 宿 区 西 早 稲 田 ２ − ２ １ − １ ２

電 話 0 3 − 3 2 0 8 − 5 0 4 7

正 会 員

㈱ ジーエムエス
代 表 取 締 役 瀧 澤 　 陵
東 京 都 中 央 区 日 本 橋 人 形 町 ３ − １ ０ − １ 
　　　　　 か し き ち 人 形 町 ビ ル ６ F

電 話 0 3 − 5 6 4 3 − 0 6 4 0

正 会 員

ＪＸ金属髙商 ㈱
代 表 取 締 役 
社 長 松 浦 明 一 郎

東 京 都 中 央 区 日 本 橋 ３ − ２ − ５

電 話 0 3 − 3 2 4 1 − 4 4 8 1

正 会 員

ＪＦＥ環境 ㈱
代 表 取 締 役 櫻 井 雅 昭

神 奈 川 県 横 浜 市 鶴 見 区 弁 天 町 ３ 番 地 １

電 話 0 4 5 − 5 0 5 − 7 9 4 9

正 会 員

志賀興業 ㈱
代 表 取 締 役 伊 藤 惣 一

東 京 都 三 鷹 市 新 川 ４ − １ − １ １

電 話 0 4 2 2 − 4 7 − 1 4 1 4

正 会 員

シグマテック 株式会社
代 表 取 締 役 深 江 伯 史

東 京 都 中 央 区 日 本 橋 富 沢 町 ５ − ４

電 話 0 3 − 5 6 5 1 − 2 2 0 1

正 会 員

品川運輸 ㈱
代 表 取 締 役 毛 塚 久 恵

東 京 都 品 川 区 東 大 井 ２ − １ − ８

電 話 0 3 − 3 7 6 1 − 0 1 6 5

正 会 員

白井運輸 ㈱
代 表 取 締 役 白 井 　 護

東 京 都 足 立 区 鹿 浜 ３ − ２ ８ − ７

電 話 0 3 − 3 8 9 7 − 1 3 3 1

正 会 員

㈱ 新木場物流
代 表 取 締 役 井 手 口 裕 彦

東 京 都 江 東 区 新 木 場 １ − １ ４ − ３

電 話 0 3 − 3 5 2 2 − 1 1 1 0

正 会 員

㈱ シンシア
代 表 取 締 役 
社 長 松 坂 幸 洋
東 京 都 品 川 区 南 大 井 ６ − ２ ６ − ３ 
　　　　　 大 森 ベ ル ポ ー ト D 館 6F

電 話 0 3 − 3 7 6 4 − 5 3 0 0

正 会 員

㈲ 新城重機
代 表 取 締 役 新 城 敬 太

東 京 都 武 蔵 村 山 市 伊 奈 平 １ − ５ ９ − １

電 話 0 4 2 − 5 2 0 − 7 2 4 5

正 会 員

㈱ 昌和プラント
代 表 取 締 役 廣 木 直 江

神奈川県横浜市中区万代町２−３−１

電 話
神 奈 川 県 愛 甲 郡 愛 川 町 中 津 ６ ９ ５ ７

本 社

厚木工場
0 4 6 − 2 8 5 − 8 1 1 1

電 話 0 4 5 − 6 8 1 − 9 0 2 7
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正 会 員

㈲ 菅原商事
代 表 取 締 役 熊 山 香 寿 代

東 京 都 江 戸 川 区 松 江 ７ − ３ ３ − ９

電 話 0 3 − 3 6 5 6 − 6 2 6 0

正 会 員

㈲ スリーシープランニング
代 表 取 締 役 山 下 智 栄 子

東 京 都 品 川 区 南 品 川 ３ − ６ − ３ １

電 話 0 3 − 5 7 6 9 − 0 1 5 7

正 会 員

㈱ 全公研
代 表 取 締 役 松 田 義 隆

東 京 都 江 東 区 南 砂 １ − ６ − １ １

電 話 0 3 − 3 6 4 9 − 8 0 6 1

正 会 員

仙台環境開発 ㈱
代 表 取 締 役 櫻 井 　 慶

（東京営業所）
東 京 都 千 代 田 区 永 田 町 ２ − ９ − ８ − ６ ０ ４

電 話 0 3 − 3 5 8 0 − 1 7 1 1

正 会 員

総合商社 桂商店 ㈱
代 表 取 締 役 桂 　 義 雄

千 葉 県 千 葉 市 若 葉 区 大 宮 町 １ ９ ５ ９ − ２

電 話 0 4 3 − 2 9 2 − 5 2 0 5

正 会 員

㈱ 第一建設
代 表 取 締 役 松 本 秀 昭

東 京 都 福 生 市 大 字 熊 川 １ ４ ３ ８ − １ ０

電 話 0 4 2 − 5 5 2 − 3 0 2 1

正 会 員

第一輸送 ㈱
代 表 取 締 役 篠 原 周 治

東 京 都 足 立 区 加 賀 １ − １ ２ − ９

電 話 0 3 − 3 8 5 5 − 0 1 8 8

正 会 員

大興運輸倉庫 ㈱
代 表 取 締 役 片 山 　 饒

東 京 都 港 区 芝 浦 １ − １ ３ − １ ０

電 話 0 3 − 3 8 6 8 − 0 2 9 1

正 会 員

第三東海 ㈱
代 表 取 締 役 宇 田 川 稔 高

東 京 都 千 代 田 区 神 田 神 保 町 １ − ２

電 話 0 3 − 3 2 9 2 − 0 1 3 5

正 会 員

㈱ 第一サービスソリューションズ
代 表 取 締 役 田 之 上 俊 朗

（ 中 間 処 分 場 ）埼 玉 県 さいたま市 岩 槻 区 谷 下１５６−１
電 話 0 3 − 3 5 0 4 − 8 5 0 1
東 京 都 港 区 西 新 橋 １ − ６ − １ ３ 柏 屋 ビ ル

正 会 員

㈱ スイーピングサービス
代 表 取 締 役 田 邉 昌 志

東 京 都 あ き る 野 市 瀬 戸 岡 ３ ６ ０ − １

電 話 0 4 2 − 5 9 7 − 6 1 1 1

正 会 員

大生運輸 ㈱
代 表 取 締 役 大 屋 　 稔

東 京 都 東 久 留 米 市 中 央 町 １ − １ − ６

電 話 0 4 2 − 4 7 1 − 6 1 1 1

正 会 員

㈱ 東海運輸
代 表 取 締 役 
社 長 宇 田 川 雅 弘

東 京 都 品 川 区 北 品 川 ５ − ８ − ３ ０

電 話 0 3 − 3 4 4 7 − 1 3 2 1

正 会 員

㈱ 大東運輸
代 表 取 締 役 小 林 剛 顕

東 京 都 江 東 区 新 木 場 ２ − １ ４ − １

電 話 0 3 − 3 5 2 1 − 7 3 1 1

正 会 員

㈲ 髙　興
代 表 取 締 役 石 川 市 郎

東 京 都 八 王 子 市 高 月 町 ５ １ ５

電 話 0 4 2 − 6 9 1 − 1 9 1 9

正 会 員

㈱ 貴　藤
代 表 取 締 役 池 ノ 谷 新 吾
東 京 都 昭 島 市 拝 島 町 ３ − ７ − ２ ０ 
　　　　　 リ バ ー サ イ ド 山 崎 ２ ０ １ 号

電 話 0 4 2 − 5 4 5 − 6 0 2 7

正 会 員

㈱ タカヤマ
代 表 取 締 役 斉 藤 吉 信

埼 玉 県 所 沢 市 南 永 井 ３ ７ − ９

電 話 0 4 − 2 9 9 3 − 1 2 1 3

正 会 員

㈱ タケエイ
代 表 取 締 役 
社 長 山 口 仁 司

東 京 都 港 区 芝 公 園 ２ − ４ − １　 Ａ − １ ０ Ｆ

電 話 0 3 − 6 3 6 1 − 6 8 3 0

正 会 員

㈱ 調布清掃
代 表 取 締 役 梶 原 良 介

東 京 都 調 布 市 深 大 寺 東 町 ５ − ８ − １

電 話 0 4 2 − 4 8 5 − 1 1 6 6

正 会 員

千代田鉱砕 ㈱
代 表 取 締 役 伊 藤 公 一

千 葉 県 柏 市 風 早 ２ − ３ − ６

電 話 0 4 − 7 1 9 2 − 2 1 5 0

正 会 員

都築鋼産 ㈱
代 表 取 締 役 
社 長 都 築 　 基

東 京 都 足 立 区 新 田 １ − １ ０ − １ ９

電 話 0 3 − 3 9 1 4 − 8 5 1 1

正 会 員

㈱ ティーエムハンズ
代 表 取 締 役 矢 野 晃 治

東 京 都 国 立 市 泉 ４ − ７ − ８

電 話 0 4 2 − 5 7 7 − 1 7 8 9

正 会 員

ティー･ビー・ロジスティックス ㈱
代 表 取 締 役 津 田 一 正

埼 玉 県 八 潮 市 大 字 浮 塚 １ ０ ０ 番 地

電 話 0 4 8 − 9 9 4 − 1 3 1 1

正 会 員

㈱ 司工業
代 表 取 締 役 波 田 哲 雄

東 京 都 荒 川 区 南 千 住 ６ − ４ ９ − ７

電 話 0 3 − 3 8 0 2 − 1 4 7 6
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正 会 員

東京医療クリーン事業協同組合
代 表 理 事 宮 田 喜 代 美

東 京 都 豊 島 区 西 池 袋 ２ − ２ ９ − １ ９

電 話 0 3 − 3 5 9 0 − 8 0 0 0

正 会 員

東京エコリサイクル ㈱
代 表 取 締 役 川 上 信 彦

東 京 都 江 東 区 若 洲 ２ − ８ − ２ １

電 話 0 3 − 3 5 2 2 − 6 6 9 0

正 会 員

㈱ 東京クリアセンター
代 表 取 締 役 
社 長 熊 木 　 浩
東 京 都 千 代 田 区 永 田 町 ２ − ４ − ３ 
　 　 　 　 　 永 田 町 ビ ル ９ Ｆ

電 話 0 3 − 5 1 5 7 − 1 8 8 1

正 会 員

東京産資源 ㈱
代 表 取 締 役 村 上 清 一 郎

東 京 都 江 東 区 東 砂 ５ − １ ４ − １ ７

電 話 0 3 − 3 6 4 5 − 6 1 3 1

正 会 員

公益財団法人 東京都環境公社
理 事 長 影 山 竹 夫
東 京 都 墨 田 区 江 東 橋 ４ − ２ ６ − ５ 
　　　　　 東 京 ト ラ フ ィ ッ ク 錦 糸 町 ビ ル ８ Ｆ

電 話 0 3 − 3 6 4 4 − 2 1 8 9

正 会 員

東京トリムテック ㈱
代 表 取 締 役 最 上 　 修

東 京 都 品 川 区 西 五 反 田 １ − ２ ５ − １

電 話 0 3 − 3 4 9 2 − 3 4 3 0

正 会 員

㈲ 東京斫り
代 表 取 締 役 上 杉 大 樹

東 京 都 江 戸 川 区 松 江 ４ − １ ７ − ３ − ３ ０ ７

電 話 0 3 − 3 6 5 2 − 5 0 4 2

正 会 員

東京パワーテクノロジー ㈱
代 表 取 締 役 
社 長 原 　 英 雄

東 京 都 江 東 区 豊 洲 ５ − ５ − １ ３

電 話 0 3 − 6 3 7 2 − 7 0 0 0

正 会 員

東京レンダリング協同組合
代 表 理 事 徳 田 昌 彦

東 京 都 墨 田 区 東 墨 田 １ − ９ − １

電 話 0 3 − 3 6 1 9 − 5 5 1 6

正 会 員

東都運業 ㈱
代 表 取 締 役 酒 井 大 作

東 京 都 葛 飾 区 奥 戸 ３ − ２ ３ − ２ ８

電 話 0 3 − 3 6 9 6 − 4 6 1 1

正 会 員

㈱ 東武クリエイティブ
代 表 取 締 役 
社 長 垣 入 淳 樹

東 京 都 足 立 区 西 伊 興 ２ − ２ − ２ ７

電 話 0 3 − 3 8 9 9 − 2 2 5 1

正 会 員

㈱ トーホークリーン
代 表 取 締 役 前 川 佑 子

東 京 都 渋 谷 区 東 ４ − ９ − １ ８ − ２ ０ ４

電 話 0 3 − 5 4 6 6 − 8 9 2 3

正 会 員

日盛運輸 ㈱
代 表 取 締 役 
社 長 宇 田 川 幸 一

東 京 都 江 戸 川 区 篠 崎 町 ３ − １ − １ １

電 話 0 3 − 3 6 7 8 − 1 1 0 0

正 会 員

㈱ 日成ストマック・トーキョー
代 表 取 締 役 畠 山 秋 夫

東 京 都 江 戸 川 区 東 葛 西 ３ − １ ７ − １ ５

電 話 0 3 − 5 6 7 6 − 0 5 5 5

正 会 員

㈱ トキワ薬品化工
代 表 取 締 役 伊 丹 重 貴

神 奈 川 県 横 浜 市 旭 区 上 川 井 町 ３ ７ ６

電 話 0 4 5 − 9 2 1 − 3 2 6 4

正 会 員

㈱ トベ商事
代 表 取 締 役 戸 部 　 昇

東 京 都 北 区 王 子 ５ − １ ０ − １

電 話 0 3 − 5 9 0 2 − 3 2 0 2

正 会 員

中野運輸 ㈱
代 表 取 締 役 松 原 軍 次

東 京 都 中 野 区 丸 山 １ − ２ − １

電 話 0 3 − 3 3 8 7 − 4 3 5 6

正 会 員

㈱ 中　村
代 表 取 締 役 戸 村 勝 秀

東 京 都 杉 並 区 上 高 井 戸 ３ − ２ − ２ ３

電 話 0 3 − 3 3 0 2 − 5 1 5 6

正 会 員

㈱ ナンセイ
代 表 取 締 役 稻 福 　 誠

東 京 都 江 戸 川 区 中 葛 西 ５ − ２ ０ − ７

電 話 0 3 − 3 8 7 7 − 5 0 2 6

正 会 員

㈱ 西商店
代 表 取 締 役 西 　 義 雄

東 京 都 大 田 区 池 上 ６ − ２ ８ − ５

電 話 0 3 − 3 7 5 4 − 2 4 4 1

正 会 員

西東京医師協同組合
理 事 長 山 之 内 照 雄

東 京 都 立 川 市 柴 崎 町 ３ − １ ６ − １ １

電 話 0 4 2 − 5 2 4 − 6 4 1 1

正 会 員

日栄産業 ㈱
代 表 取 締 役 
社 長 吉 本 花 子

東 京 都 大 田 区 京 浜 島 ３ − ５ − ２

電 話 0 3 − 3 7 9 0 − 7 4 0 0

正 会 員

日興サービス ㈱
代 表 取 締 役 山 口 　 徹

埼 玉 県 戸 田 市 笹 目 北 町 １ ４ − １ ９

電 話 0 4 8 − 4 2 1 − 9 4 3 1

正 会 員

㈱ トリデ
代 表 取 締 役 
社 長 佐 藤 英 生

電 話 0 4 2 − 5 7 6 − 9 7 5 0

東 京 都 府 中 市 西 原 町 ４ − １ ７ − １ ５本 社
事 務 所 東 京 都 国 立 市 谷 保 ３ １ １ ６ − １
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正 会 員

日晴ビジネス ㈱
代 表 取 締 役 小 松 原 栄 一

東 京 都 文 京 区 本 郷 ５ − ２ ４ − ３

電 話 0 3 − 5 8 0 0 − 2 6 2 6

正 会 員

日東消毒 ㈱
代 表 取 締 役 弓 座 輝 明

千 葉 県 木 更 津 市 八 幡 台 ２ − ２ − １

電 話 0 4 3 8 − 3 7 − 3 5 9 5

正 会 員

日本衛生 ㈱
専 務 取 締 役 澤 谷 勇 一

東 京 都 足 立 区 入 谷 ９ − ３ ０ − １ ０

電 話 0 3 − 3 8 5 3 − 6 0 6 1

正 会 員

㈱ 日本資材
代 表 取 締 役 木 藤 裕 幸

東 京 都 大 田 区 北 馬 込 ２ − ４ ３ − ５

電 話 0 3 − 5 7 1 8 − 0 8 0 0

正 会 員

日本スタンド鉱油 ㈱
代 表 取 締 役 長 瀬 英 次

東 京 都 葛 飾 区 柴 又 ６ − ３ − ６

電 話 0 3 − 3 6 5 0 − 9 7 6 7

正 会 員

日本設備保全 ㈱
代 表 取 締 役 前 田 隆 幸

東 京 都 稲 城 市 坂 浜 １ ０ ２ − ５

電 話 0 4 2 − 3 1 3 − 8 3 0 0

正 会 員

㈱ 日本協力

東 京 都 江 東 区 潮 見 １ − ６ − ２

電 話 0 3 − 3 6 4 0 − 4 7 7 7

代表取締役会長 渡 辺 省 吾
川 上 和 章代表取締役社長

正 会 員

日本環境 ㈱

東 京 都 港 区 浜 松 町 ２ − １ − １ ６

　 　 　 　 　 　 浜 松 町 北 田 ビ ル

正 会 員

日本トリート ㈱
代 表 取 締 役 臼 井 淳 一 郎

東 京 都 世 田 谷 区 上 馬 ３ − ７ − ８

電 話 0 3 − 3 4 2 4 − 2 0 2 0

正 会 員

日本メディカル・ウェイスト・マネジメント ㈱
代 表 取 締 役 金 原 曉 治

東 京 都 港 区 芝 ５ − ２ ９ − １ ９ 旭 ビ ル

電 話 0 3 − 3 7 9 8 − 4 7 0 3

正 会 員

野村興産 ㈱
代 表 取 締 役 
社 長 藤 原 　 悌
東 京 都 中 央 区 日 本 橋 堀 留 町 ２ − １ − ３ 
　　　 ヤ マ ト イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル 日 本 橋 ビ ル

電 話 0 3 − 5 6 9 5 − 2 5 3 0

正 会 員

バイオエナジー ㈱
代 表 取 締 役 瀬 川 順 也

東 京 都 中 央 区 新 川 ２ − ９ − ９

電 話 0 3 − 5 5 4 0 − 4 2 2 5

正 会 員

㈱ 藤原土建
代 表 取 締 役 藤 原 健 次

東 京 都 狛 江 市 元 和 泉 ３ − ６ − １ ３

電 話 0 3 − 3 4 8 8 − 5 1 5 9

正 会 員

㈲ 古川新興
代 表 取 締 役 古 川 幸 司

東 京 都 府 中 市 是 政 ３ − ６ ５ − １

電 話 0 4 2 − 3 6 5 − 2 2 3 1

正 会 員

㈱ ペエックス
代 表 取 締 役 伊 藤 伸 夫

東 京 都 稲 城 市 大 丸 １ ４ ８ １ − ３

電 話 0 4 2 − 3 7 8 − 2 1 2 1

正 会 員

㈲ 八栄興業
代 表 取 締 役 鵜 家 き よ

東 京 都 西 東 京 市 芝 久 保 町 ５ − ４ − ９

電 話 0 4 2 − 4 6 5 − 5 5 2 5

正 会 員

㈱ ハチオウ
代 表 取 締 役 森 　 裕 子

東 京 都 墨 田 区 本 所 ４ − ２ ９ − ２

電 話 0 3 − 3 8 3 7 − 8 0 8 0

正 会 員

㈲ ビー・アイ・エル
代 表 取 締 役 武 藤 廣 見

東 京 都 北 区 東 田 端 ２ − ８ − ７

電 話 0 3 − 3 8 9 3 − 7 4 8 0

正 会 員

㈱ 東日本環境アクセス
代 表 取 締 役 
社 長 赤 石 良 治

東 京 都 台 東 区 東 上 野 ３ − ４ − １ ２

電 話 0 3 − 3 8 3 6 − 1 5 5 1

正 会 員

日野金属産業 ㈱
代 表 取 締 役 糟 谷 敏 美

東 京 都 八 王 子 市 旭 町 １ １ − ５

電 話 0 4 2 − 6 8 2 − 2 1 0 1

正 会 員

㈱ 日向興発
代 表 取 締 役 前 田 弘 貴

東 京 都 杉 並 区 方 南 ２ − ２ ５ − ２ ４

電 話 0 3 − 5 3 7 7 − 2 3 3 3

正 会 員

㈱ 浜　田
常 務 取 締 役 
東 京 支 社 長 丸 木 　 啓

大 阪 府 高 槻 市 芥 川 町 ２ − ２ ４ − ５

電 話
東京都港区赤坂４−４−１４ 未来環境創造ビル２F

本 社

東京支社
0 3 − 6 4 5 9 − 1 3 5 2

電 話 0 7 2 − 6 8 6 − 3 5 0 0

正 会 員

㈱ 福井商店
代 表 取 締 役 赤 羽 敏 宏

東 京 都 千 代 田 区 内 神 田 ２ − ４ − ２

電 話 0 3 − 3 2 5 2 − 3 8 9 6

正 会 員

㈱ フジ・トレーディング
代 表 取 締 役 大 羽 敬 子

東 京 都 東 大 和 市 向 原 ４ − ２ ９ − ９

電 話 0 4 2 − 5 6 5 − 7 7 2 2
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正 会 員

ベル・テック ㈱
代 表 取 締 役 鈴 木 照 明

東京都江戸川区中央３−６−１４ 三家第一ビル１Ｆ

電 話 0 3 − 5 8 7 9 − 5 0 5 0

正 会 員

㈱ 北陸産業
代 表 取 締 役 竹 田 輝 幸

東 京 都 品 川 区 旗 の 台 １ − ６ − １ ８

電 話 0 3 − 5 9 9 8 − 6 6 8 4

正 会 員

㈱ マスヒロ
代 表 取 締 役 桝 満 和 洋

埼 玉 県 三 郷 市 早 稲 田 １ − １ ４ − １ ８

電 話 0 4 8 − 9 5 7 − 7 7 4 9

正 会 員

松田産業 ㈱
代 表 取 締 役 
社 長 松 田 芳 明

東 京 都 新 宿 区 西 新 宿 １ − ２ ６ − ２

電 話 0 3 − 5 3 8 1 − 0 0 0 1

正 会 員

松村ダスト ㈲
代 表 取 締 役 松 村 博 文

東 京 都 あ き る 野 市 三 内 ２ ３ ０ − １ ８

電 話 0 4 2 − 5 9 6 − 4 9 5 9

正 会 員

丸一興業 ㈱
代 表 取 締 役 板 橋 　 博

東 京 都 調 布 市 富 士 見 町 １ − １ ８ − ３ ０

電 話 0 4 2 − 4 8 3 − 0 1 5 0

正 会 員

㈱ まごころ清掃社
代 表 取 締 役 高 野 正 道
東 京 都 八 王 子 市 長 房 町 １ ２ ６ − ２
電 話（ フ リ ー ダ イ ヤ ル ）

0 1 2 0 − 5 3 8 − 0 5 6

正 会 員

丸順商事 ㈲
代 表 取 締 役 矢 部 　 要

東 京 都 羽 村 市 富 士 見 平 ２ − １ − １ ４

電 話 0 4 2 − 5 5 4 − 2 2 2 9

正 会 員

㈲ 丸松産業
代 表 取 締 役 松 崎 一 志

東 京 都 板 橋 区 徳 丸 ６ − ２ ０ − ６

電 話 0 3 − 3 5 5 0 − 9 2 0 8

正 会 員

丸山商店
代 表 丸 山 良 治

東 京 都 国 立 市 谷 保 １ ５ １ − ５

電 話 0 4 2 − 5 7 3 − 3 4 7 6

正 会 員

㈲ 丸和工業
代 表 取 締 役 田 口 和 英

東 京 都 足 立 区 入 谷 ３ − ５ − ８

電 話 0 3 − 3 8 5 3 − 6 9 6 1 （ 代 表 ）

正 会 員

マロン環境 ㈱
代 表 取 締 役 栗 原 　 義

東 京 都 豊 島 区 駒 込 １ − ３ ５ − ２

電 話 0 3 − 3 9 4 2 − 6 2 1 3

正 会 員

㈲ 山下商事
代 表 取 締 役 山 下 政 雄

東 京 都 東 久 留 米 市 八 幡 町 ２ − １ １ − ５ ３

電 話 0 4 2 − 4 7 3 − 3 7 6 1

正 会 員

山大物産 ㈱
代 表 取 締 役 山 下 逸 郎

埼 玉 県 新 座 市 菅 沢 ２ − １ ４ − ２ ９

電 話 0 4 8 − 4 8 1 − 3 8 4 5

正 会 員

山田設備工業 ㈱
代 表 取 締 役 山 田 有 司

東 京 都 日 野 市 大 坂 上 ２ − ２ − ７

電 話 0 4 2 − 5 8 4 − 0 8 7 9

正 会 員

萬世リサイクルシステムズ ㈱
代 表 取 締 役 藤 枝 慎 治

神 奈 川 県 横 浜 市 金 沢 区 鳥 浜 町 １ ７ − ３

電 話 0 4 5 − 7 6 9 − 2 5 2 6

正 会 員

㈱ ミダック
代 表 取 締 役 矢 板 橋 一 志

静 岡 県 浜 松 市 東 区 有 玉 南 町 ２ １ ６ ３

電 話 0 5 3 − 4 7 1 − 9 3 6 1

正 会 員

都清掃 ㈱
常 務 取 締 役 吉 野 猛 彦

東 京 都 足 立 区 佐 野 １ − ２ ８ − １ ０

電 話 0 3 − 3 6 0 6 − 0 1 3 5

正 会 員

ムゲンシステム ㈱
代 表 取 締 役 伊 藤 　 彰

東 京 都 中 央 区 日 本 橋 箱 崎 町 ３ ６ − ３

電 話 0 3 − 5 6 4 0 − 1 4 2 2

正 会 員

武蔵野土木工業 ㈱
代 表 取 締 役 渡 邉 久 美

東 京 都 八 王 子 市 宇 津 木 町 ４ ３ ５ 番 地 １

電 話 0 4 2 − 6 9 1 − 5 1 9 9

正 会 員

㈱ メイシン
代 表 取 締 役 亀 田 　 昇

東 京 都 板 橋 区 成 増 ２ − ８ − ２

電 話 0 3 − 3 9 7 5 − 3 9 4 1

正 会 員

㈱ 明和運輸
代 表 取 締 役 植 田 　 毅

東 京 都 足 立 区 宮 城 １ − ６ − １ ２

電 話 0 3 − 3 9 1 1 − 6 1 2 6

正 会 員

山下産業 ㈱
代 表 取 締 役 山 下 栄 雄

山 梨 県 北 杜 市 須 玉 町 若 神 子 ５ ２ ８ ０

電 話 0 5 5 1 − 4 2 − 4 8 4 8

正 会 員

㈱ 山一商事
代 表 取 締 役 小 野 寺 　 勇

東 京 都 港 区 六 本 木 ７ − １ ５ − １ ４

電 話 0 3 − 3 4 2 3 − 8 1 1 3
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正 会 員

㈱ ヨシモリ
代 表 取 締 役 高 橋 安 繁

東 京 都 足 立 区 関 原 １ − １ ２ − ２

電 話 0 3 − 3 8 4 8 − 2 3 4 5

正 会 員

㈱ ヨドセイ
代 表 取 締 役 青 栁 文 夫

東 京 都 豊 島 区 東 池 袋 ２ − ３ ８ − ２ ０

電 話 0 3 − 3 9 8 5 − 8 8 0 1

正 会 員

㈱ リスト
代 表 取 締 役 遠 藤 重 雄

東 京 都 国 立 市 谷 保 ６ ３ ０ ０ 番 地

電 話 0 4 2 − 5 7 2 − 1 3 0 0

正 会 員

㈱ 和光サービス
代 表 取 締 役 山 田 邦 光

千 葉 県 白 井 市 河 原 子 ３ ２ ７ 番 地

電 話 0 4 7 − 4 9 1 − 5 3 0 5

正 会 員

和興テクノ ㈱
代 表 取 締 役 村 上 洋 一

東 京 都 文 京 区 関 口 １ − ２ ４ − ８

電 話 0 3 − 6 2 6 5 − 3 9 2 0

賛 助 会 員

市川燃料チップ ㈱
代 表 取 締 役 彦 坂 武 功

東 京 都 江 戸 川 区 平 井 ３ − ２ ３ − １ ７

電 話 0 3 − 3 6 3 6 − 3 2 8 0

賛 助 会 員

㈱ 環境管理センター　営業本部
執 行 役 員 
営 業 本 部 長 齋 藤 　 徹
東 京 都 千 代 田 区 内 神 田 ２ − １ ４ − ４ 
　　　　　 内 神 田 ビ ル デ ィ ン グ ３ Ｆ

電 話 0 3 − 6 2 0 6 − 4 3 2 1

賛 助 会 員

クリーントーキョウ協同組合
理 事 長 碩 　 孝 光

東京都千代田区内神田１−９−１３ 柿沼ビル７Ｆ

電 話 0 3 − 5 2 8 3 − 7 4 7 6

賛 助 会 員

㈱ エジソン
代 表 取 締 役 須 永 裕 毅

茨 城 県 つ く ば 市 東 新 井 ３ １ − １ ３

電 話 0 2 9 − 8 6 3 − 7 2 1 5

賛 助 会 員

秋葉原経営行政事務所
所 長 
特定行政書士 渋 川 善 三 郎
東 京 都 千 代 田 区 東 神 田 ３ − ２ − ４ 
　　　　　 東 神 田 サ マ リ ヤ マ ン シ ョ ン ８ ０ ８ 号

電 話 0 3 − 3 8 6 4 − 6 5 5 1 〜 2

賛 助 会 員

一般財団法人 あんしん財団　北東京支局
支 局 長 長 堀 達 也

東京都新宿区信濃町３４番地  ＪＲ信濃町ビル５F

電 話 0 3 − 5 3 6 2 − 2 3 4 1

賛 助 会 員

㈱ ケー・イー・シー　東京営業所
所 長 井 関 　 康

東京都北区赤羽２−１６−１ 高和赤羽ビル４Ｆ

電 話 0 3 − 5 9 3 9 − 6 0 2 4

賛 助 会 員

行政書士　笹島総合事務所
代 表 
行 政 書 士 笹 島 潤 也

東 京 都 北 区 浮 間 ３ − １ ６ − １ ５ − １ ０ １

電 話 0 3 − 3 9 6 9 − 1 1 7 0

賛 助 会 員

全国オイルリサイクル協同組合
理 事 長 長 谷 川 　 徹

東 京 都 中 央 区 京 橋 ２ − ６ − ６

電 話 0 3 − 5 2 5 0 − 5 0 8 6

賛 助 会 員

㈱ テクノトレーディング
代 表 取 締 役 
社 長 梅 田 治 通
東 京 都 新 宿 区 新 宿 １ − ３ ４ − ３ 
　　　　　 第 ２ ４ ス カ イ ビ ル ３ Ｆ

電 話 0 3 − 5 3 6 8 − 0 6 6 0

賛 助 会 員

一般社団法人 東京建物解体協会
会 長 髙 山 眞 幸

東京都中央区八丁堀３−１０−１ 章山堂ビル４０１

電 話 0 3 − 3 5 5 1 − 1 0 7 5

賛 助 会 員

㈱ 東立テクノクラシー　東京支店
常 務 取 締 役 
兼 東 京 支 店 長 白 栁 朋 也

東京都港区三田３−１−１１ エック三田ビル８F

電 話 0 3 − 6 8 0 9 − 5 6 7 0

賛 助 会 員

ＤＯＷＡエコシステム ㈱
取 締 役 ウ エ ス テ ッ ク 
事 業 部 長 飛 田 　 実
東 京 都 千 代 田 区 外 神 田 ４ − １ ４ − １ 
　　　　　 秋 葉 原 Ｕ Ｄ Ｘ ビ ル ２ ２ Ｆ

電 話 0 3 − 6 8 4 7 − 1 2 3 1

賛 助 会 員

内藤環境管理 ㈱
代 表 取 締 役 
社 長 内 藤 　 岳

埼 玉 県 さ い た ま 市 南 区 大 字 太 田 窪 2051 − 2

電 話 0 4 8 − 8 8 7 − 2 5 9 0

賛 助 会 員

日本感材銀工業組合
理 事 長 水 谷 真 伸

東 京 都 品 川 区 西 五 反 田 ２ − ６ − ３ 東 洋 ビ ル

電 話 0 3 − 6 8 2 1 − 0 2 4 4

賛 助 会 員

日本キャタピラー
執 行 役 員 
関 東 支 社 長 湯 谷 嘉 浩

千 葉 県 柏 市 十 余 二 ３ １ ３

電 話 0 4 − 7 1 3 3 − 2 1 1 1

賛 助 会 員

㈱ はとバスエージェンシー
代 表 取 締 役 黒 瀬 智 弘

東 京 都 大 田 区 平 和 島 ５ − ４ − １

電 話 0 3 − 3 2 9 8 − 5 5 7 1

賛 助 会 員

日立建機日本 ㈱
東 京 支 店 長 井 上 秀 和

埼 玉 県 草 加 市 弁 天 ５ − ３ ３ − ２ ５

電 話 0 4 8 − 9 3 5 − 7 3 4 1

賛 助 会 員

㈱ スプラウト
代 表 取 締 役 
社 長 杉 本 行 男
東 京 都 渋 谷 区 道 玄 坂 ２ − １ ５ − １

　　　　　　　　　　　　ノア道玄坂１０１０

電 話 0 3 − 5 4 2 8 − 6 6 4 1
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賛 助 会 員

㈱ 御池鐵工所
代 表 取 締 役 小 林 由 和

広 島 県 福 山 市 神 辺 町 川 南 ３ ９ ６ − ２

電 話 0 8 4 − 9 6 3 − 5 5 0 0

賛 助 会 員

皆川美術印刷 ㈱
代 表 取 締 役 皆 川 　 暁

東 京 都 荒 川 区 東 日 暮 里 ２ − １ ３ − ４

電 話 0 3 − 3 8 9 1 − 8 1 4 1

賛 助 会 員

㈱ リライフ
代 表 取 締 役 
社 長 橋 本 ふ く み

（東京営業所）
東 京 都 練 馬 区 小 竹 町 ２ − ５ − ７ − ２ ０ １

電 話 0 3 − 5 9 2 6 − 4 0 3 0

一 般 社 団 法 人

東京都産業廃棄物協会

児 玉 安 彦

吉 本 昌 且

名誉会長

近 江 　 昭

小 池 久 米 雄

相 談 役

一 般 社 団 法 人

東京都産業廃棄物協会
会 長

専 務 理 事

事 務 局 長

相 談 員

高 橋 俊 美

木 村 尊 彦

横 手 浩 次

中 澤 宏 子

佐 伯 初 美

木 島 繭 子

川 井 純 子

小 泉 　 　 光

斎 藤 礼 子

長 田 徳 子

阿 部 秀 行

服 部 　 　 昭

高 橋 辰 男

広報委員会
委 員 長

副 委 員 長

乙 顔 　 　 均

森 　 　 雅 裕

吉 本 花 子

吉 野 猛 彦

青 木 繁 雄

大 崎 秀 也

長 谷 川 宣 詔

佐 野 藤 治

清 野 文 子



～ ゼロエミッションに挑戦する ～

東京ﾄﾞｰﾑｼﾃｨｰ 庭園 歌舞伎座 屋上庭園

特 徴
①比重が50％軽い
②雑草が生え難い
③栄養価が高い
③全て廃棄物より製造

※年間平均 1,350ｋｇ-CO2削減

比留間運送㈱ 資源循環型ﾘｻｲｸﾙ企業

①軽量発泡ｺﾝｸﾘｰﾄ
1cm塊に破砕

②伐採樹木
のﾁｯﾌﾟ化

③動植物性残さ
の発酵処理

ごみやさん ゴ～

URL：http：//www.eco-hiruma.co.jp/

～お問い合わせ先～

★建設廃材（ＡＬＣ）のリサイクルと活用方法★

製品 人工軽量土壌

ＡＬＣ廃材・解体材

360.0ｔ/日
17.5t/日
5.8ｔ/日

ｶﾞﾗ陶破砕
動残発酵
動残混練発酵

★ 埼玉県 入間工場
【産廃・一廃（現在申請中）処分業】
【埼玉県入間市中神764-16】

JR東京駅 八重洲口

全国産業廃棄物連合会青年部主催
CO2ﾏｲﾅｽﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ全国大会

優良取組部門 特別賞受賞

廃ﾌﾟﾗ破砕
廃ﾌﾟﾗ溶融
廃ﾌﾟﾗ圧縮梱包
紙くず破砕
紙くず圧縮梱包
紙くず焼却

繊維くず破砕
繊維くず圧縮・梱包

金属くず破砕
金属くず圧縮
ｶﾞﾗ陶破砕
がれき類破砕

130.3t/日
2.4t/日

204.3t/日
52.8t/日

166.58t/日
4.8t/日

41.8t/日
17.8t/日

81.6t/日
4.3t/日

482.8t/日
480.0t/日

木くず破砕
木くず焼却

328.9t/日
4.8t/日

動残発酵
動残焼却

3.5t/日
4.8t/日

高精度選別機 計3基
～許可品目と処理能力～

★ 東京都 伊奈平工場
【一廃・産廃処分業】
【東京都武蔵村山市伊奈平3-25-5】

認証・登録番号



一般社団法人 東京都産業廃棄物協会
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新年のご挨拶

回顧と展望�　新たな道を切り開く　東京都産業廃棄物協会  専務理事  木村尊彦
全産廃連�　第 57 回関東地域協議会
新入会員と協会役員との懇談会
平成 29 年度  労働災害防止計画について
研修会��　産業廃棄物処理実務者研修会／電マニ導入実務研修会・個別導入相談会
行政だより�　続・廃棄物処理法の改正に向けた検討について

年頭にあたって	 （一社）東京都産業廃棄物協会　会長　高 橋 俊 美

“ 持続可能な静脈ビジネス ” のさらなる発展に向けて
	 東京都環境局長　遠 藤 雅 彦


